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産 業 振 興 統 括 監 玉 城 恒 美君
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観 光 振 興 課 長 前 原 正 人君
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本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成27年度沖縄県一般会計予算

（商工労働部及び文化観光スポーツ部所管分）

２ 甲第３号議案 平成27年度沖縄県小規模企業

者等設備導入資金特別会計予算

３ 甲第４号議案 平成27年度沖縄県中小企業振

興資金特別会計予算

４ 甲第12号議案 平成27年度沖縄県中城湾港（新

港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

５ 甲第14号議案 平成27年度沖縄県国際物流拠

点産業集積地域那覇地区特別会計予算

６ 甲第15号議案 平成27年度沖縄県産業振興基

金特別会計予算

７ 予算調査報告書記載内容等について
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○上原章委員長 ただいまから経済労働委員会を開

会いたします。

本委員会の所管事務に係る予算事項の調査につい

てに係る甲第１号議案、甲第３号議案、甲第４号議

案、甲第12号議案、甲第14号議案及び甲第15号議案

の予算議案６件の調査を一括して議題といたします。

本日の説明員として、商工労働部長及び文化観光

スポーツ部長の出席を求めております。

まず初めに、商工労働部長から商工労働部関係予

算の概要説明を求めます。

下地明和商工労働部長。

○下地明和商工労働部長 それでは、商工労働部所

管の平成27年度一般会計及び５つの特別会計予算の

概要について御説明いたします。

お手元に配付しております平成27年度当初予算説

明資料（商工労働部）に基づき進めさせていただき

ます。

説明資料の１ページをお開きください。

商工労働部の一般会計歳出予算は総額が376億5210

万円で、前年度と比較して１億3207万8000円、0.4％

の増となっております。

次に、一般会計歳入予算の主な内容について、（款）

ごとに御説明いたします。

説明資料の２ページをお開きください。

表中の商工労働部の欄をごらんください。

まず、９、使用料及び手数料は予算額が７億6737

万円で、前年度と比較して１億9822万7000円、34.8

％の増となっております。

その主な内容は、賃貸工場施設使用料等の使用料

及び電気工事士法関係手数料等に係る証紙収入であ

ります。

次に、10、国庫支出金は予算額が150億6642万5000

円で、前年度と比較して1997万4000円、0.1％の減と

なっております。

その主な内容は、アジア情報通信ハブ形成促進事

業や総合就業支援拠点機能強化事業等に係る沖縄振

興特別推進交付金であります。

11、財産収入は予算額が15億2058万6000円で、前

経済労働委員会記録（第４号）



年度と比較して14億2950万5000円、1569.5％の増と

なっております。

その主な内容は、土地及び建物売払代であります。

説明資料の３ページをお開きください。

13、繰入金は予算額が６億4900万9000円で、前年

度と比較して23億4709万8000円、78.3％の減となっ

ております。

その主な内容は、緊急雇用創出事業臨時特例基金

繰入金であります。

15、諸収入は予算額が111億5004万5000円で、前年

度と比較して６億1358万7000円、5.8％の増となって

おります。

その主な内容は、中小企業振興資金貸付金元利収

入であります。

16、県債は予算額が５億90万円で、前年度と比較

して10億8860万円、68.5％の減となっております。

その主な内容は、沖縄型クラウド基盤構築事業や

総合就業支援拠点機能強化事業等に係る県債であり

ます。

以上が、一般会計歳入予算の概要であります。

次に、一般会計歳出予算の内容につきまして、（款）

ごとに御説明いたします。

説明資料の４ページをお開きください。

まず、５、労働費の商工労働部所管分は38億7706

万5000円で、前年度と比較して20億9279万円、35.1

％の減となっております。

主な事項は雇用対策推進費であります。

次に、７、商工費の商工労働部所管分は336億9656

万7000円で、前年度と比較して22億3833万6000円、7.1

％の増となっております。

主な事項は中小企業金融対策費、情報産業振興費

及び貿易対策費であります。

13、諸支出金の商工労働部所管分は7846万8000円

で、前年度と比較して1346万8000円、14.6％の減と

なっております。

その内容は、工業用水道事業会計助成費でありま

す。

以上が、商工労働部所管の一般会計歳入歳出予算

の概要であります。

続きまして、商工労働部所管の５つの特別会計予

算の概要について御説明いたします。

説明資料５ページをお開きください。

小規模企業者等設備導入資金特別会計は、公益財

団法人沖縄県産業振興公社が小規模企業者等へ機械

類設備を貸与するために必要な資金の同公社への貸

し付けや、独立行政法人中小企業基盤整備機構から

の高度化資金借り入れに対する償還等に要する経費

であります。歳入歳出総額は３億8064万4000円で、

前年度と比較して４億6230万5000円、54.8％の減と

なっております。

説明資料の６ページをお開きください。

中小企業振興資金特別会計は、公益財団法人沖縄

県産業振興公社が中小企業者へ機械類設備を貸与す

るのに必要な資金の同公社への貸し付け等に要する

経費であります。歳入歳出総額は５億2016万3000円

で、前年度と比較して2000万円、4.0％の増となって

おります。

説明資料の７ページをお開きください。

中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会

計は、中城湾港（新港地区）の土地の管理及び分譲

に要する経費や、事業実施に伴い借り入れた県債の

償還等に要する経費であります。歳入歳出総額は33

億8291万5000円で、前年度と比較して５億3928万6000

円、19％の増となっております。

説明資料の８ページをお開きください。

国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計は、

国際物流拠点産業集積地域那覇地区の運営に要する

経費や、同地域施設建設資金借入金の償還等に要す

る経費であります。歳入歳出総額は20億767万3000円

で、前年度と比較して17億3134万円、626.5％の増と

なっております。

説明資料の９ページをお開きください。

産業振興基金特別会計は、地域特性を生かした戦

略的産業及び人材の育成等を支援するための事業へ

の補助金等に要する経費であります。歳入歳出総額

は４億1718万円で、前年度と比較して2871万3000円、

7.4％の増となっております。

以上で、商工労働部所管の平成27年度一般会計及

び特別会計予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○上原章委員長 商工労働部長の説明は終わりまし

た。

次に、文化観光スポーツ部長から文化観光スポー

ツ部関係予算の概要説明を求めます。

湧川盛順文化観光スポーツ部長。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 文化観光スポー

ツ部所管の平成27年度一般会計予算の概要について、

お手元にお配りしております平成27年度当初予算説

明資料（文化観光スポーツ部）に基づき御説明いた

します。

まず、１ページをお開きください。

これは、部局別の歳出予算の一覧になっておりま



す。文化観光スポーツ部の歳出予算額は、総額が127

億3318万8000円で、県予算全体に占める割合は1.7％

となっております。

次に、２ページをお開きください。

文化観光スポーツ部の歳入予算額は、総額が71億

4944万9000円で、前年度と比較して４億8222万7000

円、6.3％の減となっております。

歳入予算につきまして（款）ごとに御説明いたし

ます。

まず、９、使用料及び手数料は予算額が３億4447

万7000円で、前年度と比較して27万7000円、0.1％の

減となっております。

次に、10、国庫支出金は予算額が64億1408万3000

円で、前年度と比較して５億367万円、7.3％の減と

なっております。

減となった主な理由は、沖縄振興特別推進交付金

を活用した事業の終了などによるものでございます。

11、財産収入は予算額が1142万9000円で、前年度

と比較して44万円、3.7％の減となっております。

減となった主な理由は、県立芸術大学建物貸付料

の減などによるものでございます。

15、諸収入は予算額が1046万円で、前年度と比較

して7134万円、87.2％の減となっております。

減となった主な理由は、談合違約金の減などによ

るものでございます。

16、県債は予算額が３億6900万円で、前年度と比

較して9350万円、33.9％の増となっております。増

となった理由は、沖縄空手会館建設事業への起債充

当などによるものでございます。

以上が、一般会計歳入予算の概要でございます。

次に、３ページをお願いいたします。

文化観光スポーツ部の歳出予算額は、総額が127億

3318万8000円で、前年度と比較して２億8687万8000

円、2.2％の減となっております。

歳出予算につきまして（款）ごとに御説明いたし

ます。

まず、５、労働費のうち、文化観光スポーツ部の

予算額は6974万8000円で、前年度から皆増となって

おります。

増となった理由は、リゾートウエディング産業の

人材を育成するため、緊急雇用創出事業臨時特例基

金を活用した事業実施に要する経費の増によるもの

でございます。

次に、７の商工費のうち、文化観光スポーツ部の

予算額は96億7723万4000円で、前年度と比較して３

億6025万7000円、3.9％の増となっております。

増となった主な理由は、沖縄伝統空手の保存・継

承・発展を図るための沖縄空手会館建設事業の実施

に要する経費の増、また、新規事業として、平成28

年度の開催に向けて事業内容の素案を策定する第６

回世界のウチナーンチュ大会開催事業や、国際観光

地にふさわしいインバウンド受け入れ体制の構築を

図るための外国人観光客受入体制強化事業の実施に

要する経費の増などでございます。

次に、10、教育費のうち、文化観光スポーツ部の

予算額は29億8620万6000円で、前年度と比較して７

億1688万3000円、19.4％の減となっております。

減となった主な理由は、スポーツ振興の拠点施設

整備のためのスポーツアイランド拠点会館整備事業

の終了による減などでございます。

以上で、文化観光スポーツ部所管の平成27年度一

般会計予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○上原章委員長 文化観光スポーツ部長の説明は終

わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項につ

いて（平成27年２月12日議会運営委員会決定）に従っ

て行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会の運営に準じて譲渡しないことにいたし

ます。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔に発

言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

予算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る予算事項でありますので、十分御留意お願いいた

します。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに質疑を行います。

崎山嗣幸委員。

○崎山嗣幸委員 では、文化観光スポーツ部から質



疑をさせてもらいたいと思います。大型クルーズ船

の取り組み等についての通告をしておりますので、

関連するということで、最初に、外国人観光客受入

体制強化事業について、新年度から平成38年度まで

取り組まれておりますが、この事業内容を見たら、

入域観光客1000万人の目標のうち、外国人客200万人、

平成33年度を目標年度と設定するようでありますが、

この取り組み等について、平成26年度の実績と平成27

年度、新年度の予測についてお聞かせ願いたいと思

います。

○村山剛観光政策課長 平成26年度の入域観光客は

過去最高の705万6000人となっており、対前年度30％

の伸びとなっています。そのうち、特に外国人の観

光客数については過去最高の89万3000人という実績

を残しておりまして、平成23年度と比較すると３倍

となっております。

○前原正人観光振興課長 その外国人の受け入れ強

化の取り組みでございますが、来年度、外国人観光

客受入体制強化事業ということで２億5270万9000円

を計上しておりますが、これは、これまで沖縄観光

国際化ビッグバン事業でまとめて誘客の関連という

ことで事業化していたものを強化するために、受け

入れの事業として独立させて、さらに予算額も拡充

したものでございます。内容としましては、主に外

国人受け入れに関して課題だと認識しております言

語の問題等を中心に、多言語情報発信・受入サポー

ト事業ということで多言語のコールセンターの運営、

それから受け入れツール制作等の事業、さらには沖

縄県内の事業者、あるいは一般の沖縄県民も含めて

の受け入れのおもてなしの気持ちを醸成するための

インバウンド受入強化啓発事業、それからムスリム

等受入環境整備事業、県内消費誘発プロモーション

事業、こういった事業で構成されております。

○崎山嗣幸委員 外国人観光客は３倍ということで、

平成26年度89万人ということでありますが、そうな

ると、今言われている事業の取り組みによって平成27

年度、新年度はどの程度を予測されているのですか。

○村山剛観光政策課長 沖縄県では、各年度ごとの

入域観光客数の見込みを毎年度、誘客行動計画であ

りますビジットおきなわ計画において掲載している

のですが、現在、まだ今年度の実績は出ていないの

ですが、今年度の歴年実績、年度実績を踏まえまし

て、４月には実績値、外国人と国内客の予測値、目

標値を提示したいと思います。現在作業中ございま

す。

○崎山嗣幸委員 先ほど冒頭、皆さんの目標で平成33

年度、６年後に200万人に持っていくという計画であ

りましたが、今は89万人。新年度の目標は今準備中

ということだけれども、200万人も設定しているわけ

だから、200万人まで到達するまでの、今３倍になっ

て新年度は類推できると思うけれども、この計画が

ないと平成33年度の200万人が見えないのですが、こ

れはつくっていないということですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 現在、長期の目

標として観光客1000万人、そしてそのうち外国人観

光客が200万人という目標を持っていまして、ビジッ

トおきなわ計画の中で毎年度の目標をつくって政策

を進めているところです。そしてこの長期のものに

ついては、確かに委員がおっしゃるように年度ごと

の目標がないとなかなか受け入れ体制の整備、もし

くはハード整備が整わないだろうということで、現

在、今年度、沖縄観光推進ロードマップというもの

をつくっています。その中で、200万人についてどう

いう年度スケジュールでふえていくのかという予測

も含めながら対応策もとっていくということで、そ

の作成に向けて今作業を進めているところで、今月

末には完成する予定です。

○崎山嗣幸委員 一気に３倍に膨れ上がったり、受

け入れ体制も含めて連動すると思うので、どういう

影響があるのか、やはりそういう計画性をしっかり

持ったほうがいいかなと思っています。

それから、今言われている89万人の国と地域別の

割合ですが、どこの国からが多いのかどうかを含め

て説明できますか。今、外国人観光客の89万人の主

な国別ですが、できれば飛行機と船舶も含めて分け

られるかどうか。

○村山剛観光政策課長 平成26年歴年で申しますが、

一番多いのが台湾でございまして、34万4100人です。

次が韓国でございまして、15万5100人です。次に多

いのが香港でございまして、12万3000人であります。

４番目が中国本土でありまして、11万3400人です。

その他アメリカ等、ほかの外国もございますが、そ

れは省略させていただきます。

○崎山嗣幸委員 台湾、韓国、香港、ほとんどアジ

アということでありますが、クルーズ船から来る乗

船客はどちらが多いですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 まず、今89万3500

人という外国人の観光客がいらっしゃるのですが、

そのうちの空路で来られている方が65万4800人、こ

れが73％。そして海路から来られている方、これが

ほぼクルーズになりますが、23万8700人で27％にな

ります。



○崎山嗣幸委員 クルーズ船から来る乗船客は欧米

が多いのですか。船はどちらが多いですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 台湾が多いです

ね。というのも、今クルーズの中で定期船があるの

は台湾のスタークルーズ社が唯一ですので、お客と

しては台湾のお客が多いです。

○崎山嗣幸委員 この傾向はこれからというか、ア

ジア、台湾が中心と言っていますが、欧米からのク

ルーズ船の利用については香港からの方面もオープ

ンしたと聞いているのですが、これは可能性はある

のですか、それとも減っていくのですか。欧米から

来る部分については、香港から活用する部分とかも

あると聞いているが、今後、欧米路線の誘客はない

ですかということを聞いています。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 今、うちでもで

きるだけ、クルーズ市場が拡大しているので、中心

はどうしても東南アジアになるのですが、欧米等も

やはり路線誘致をやりたいということで、実はうち

で今、幾つか支援事業を設けているのですが、この

中でも支援の内容として、まず初寄港するものにつ

いての支援、そして一番効果の大きいものでオーバー

ナイト―船というものは、クルーズは大体朝の10時

に着して５時に帰りますので、これを一晩泊まるオー

バーナイト。それからフライ・アンド・クルーズ、

これは沖縄県から出航するやつです。そしてもう一

つ、欧米それからオーストラリア発で寄港する船に

ついても支援を手厚くしています。こういった形で

支援を少し手厚くすることで、欧米からのクルーズ

の誘客にも努めていきたいと考えています。

○崎山嗣幸委員 では、改めてクルーズ船のプロモー

ション事業としての寄港促進とか誘致活動、セール

スプロモーション、寄港支援、受け入れ体制、今、

文化観光スポーツ部長がおっしゃったことを含めて

ありますが、そのクルーズ船の平成26年度の寄港回

数を港別、那覇港とか石垣港、宮古島、寄港回数と

乗船客と、それから平成27年度の目標設定を聞かせ

てくれませんか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 では、まず私で

答えられる部分から先に答えて、あとまた観光振興

課長で補足させていただきたいと思います。

平成26年度については全体で167回です。そのうち

那覇港が97回、平良港が１回、石垣港が67回、本部

港が１回、与那国島祖納港が１回となっています。

そして、国別は後で説明させていただきますが、平

成27年度については、今予定として、これは２月末

時点でございますが、206回ということで今発表され

ています。その内訳としては、那覇港が96回、石垣

港が１回、あと平良港、本部港、座間味港、久高島

の徳仁港がそれぞれ各１回、西表島の船浮港が２回、

与那国島の祖納港が２回、南大東港が１回となって

います。

○崎山嗣幸委員 乗船客は。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 港ごとでは把握

できていないのですが、全体では29万4000人となっ

ています。平成26年度です。

○崎山嗣幸委員 クルーズ船の国別のもわかります

か。さっき言ったのと比例するのか。23万人の内訳。

飛行機も船も同じぐらいになるのか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 少しデータが古

くて恐縮ですが、平成25年度で見ますと一番多いの

が台湾で、このときは平成25年度トータルで17万3400

人ですが、そのうち台湾が８万500人です。そして、

次に多いのがその他で７万人ですが、これはクルー

です。その次に中国が２万1800人などとなっていま

す。

○崎山嗣幸委員 これからというか、アジアの経済

成長というか、注目しているということで皆さんの

方針にあります。これから伸びていくと思いますが、

受け入れ体制の課題というのか、特に那覇港でも構

いませんが、ターミナル機能だとか、あと言われて

いるのは観光バスとか通訳案内とか、入国審査の時

間短縮とかの問題、課題があるかと思いますが、こ

の課題の解消等についてはどのようになっているか

ということを聞きたいのですが。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 まず、クルーズ

船の入港回数がふえたことに伴いまして、修学旅行

の受け入れと重なる時期とかは、特にバスが不足す

る、そしてガイドが不足するということが大きな課

題になっています。クルーズ船の寄港がふえて、多

いときで50台以上のバスが必要になるときもありま

す。今後、より一層スムーズなバスの手配、バスを

うまくどう手配していくか。そして今度は添乗員、

ガイドの質と量、両面での確保が課題になってくる

と思います。

まずは、バスについては、観光バスだけに頼らず

に、もちろんシャトルバスとかタクシー等々、別の

運行方法がないのかどうかということも今検討した

いと思っています。あとは、スムーズに無駄のない

バスの手配ができないかどうか、そういったことも

検討を進めていきたいと思っております。

あと、通訳ガイドについては、今後観光客がふえ

るということで、今、沖縄県で沖縄特例通訳案内士



というものを設けて、あれで大分量がふえてきまし

た。ふえてきましたが、なかなかその資格を取った

方々が実際そのガイドの業務についていないという

ことがうちの調査の中でわかってきましたので、今

年度、旅行者と資格を取った方々のマッチングの場

を設けて、そこでできるだけ資格を取った方々を使っ

ていただくような取り組みをしています。

それともう一つは、登録した方々の了解を得て、

ホームページで登録者を明示していって、それが使

いやすくなるような仕組み、そういったものも通し

て通訳案内士の質も高めながら、そして量をしっか

り提供できるような仕組みについても今考えている

ところでございます。

○崎山嗣幸委員 この通訳案内士の皆さんは、今言っ

ている登録してもらってというのは、大体ボランテ

ィアでということですか。

○村山剛観光政策課長 通訳案内士はボランティア

で働いているわけではありません。通訳案内士とい

うものは、報酬を得て外国人の観光客の方々を御案

内するということでありまして、報酬をきちんとい

ただいて従事しております。

○崎山嗣幸委員 報酬を支払って通訳案内士をして

もらっている方々は、今の段階でどれぐらいいらっ

しゃるのですか。

○村山剛観光政策課長 ３月６日現在で国の通訳案

内士、そして沖縄県地域限定通訳案内士、そして沖

縄特例通訳案内士、合わせて408名が登録されており

ます。

○崎山嗣幸委員 今言われている、特にクルーズ船

は2000人、3000人とか入ってくるときもあると思う

のですが、大体どれぐらいの通訳案内士が確保でき

れば対応できるのですか。今は408人と言っている。

実際稼働するのは全部ではないですよね。

○村山剛観光政策課長 バスは数十台と入ってきま

すが、そこに必ずしも１台に１人通訳案内士がつく

わけではなくて、旅程管理の責任者のもとに、１つ

のツアーに１人の案内士がいて、その他のバスに添

乗する方は通訳案内士ではなくて、いわゆる観光客

に指示ができる―ここに着きましたとか、おりてく

ださい、乗ってください、それぐらいのレベルの通

訳ができればいいということで、必ずしもバスの台

数あるいはツアーのパーティー数に応じた通訳案内

士を確保するということではありません。したがい

まして、例えば数千人の客が来たらどれぐらいの案

内士を確保すればということは、一概にははっきり

申し上げることはできないと思っています。

○崎山嗣幸委員 今言った通訳とか、あるいは入港、

出港するときの歓迎式典とか、そういったところの

受け入れ体制ですが、これは実際はどんな形態で、

団体というか、沖縄県としてどういう方向で受け入

れ体制をやっているのかどうかを説明してくれます

か。

○前原正人観光振興課長 クルーズ船入港時の歓迎

イベント等の運営体制ですが、これは那覇港、石垣

港、本部港、平良港、各港に市町村、それから地元

の観光協会、商工会等で構成されますクルーズ促進

連絡協議会というものが設置されております。そこ

が主体となりまして、各港におけるクルーズ船寄港

時の歓迎セレモニーの開催や観光案内所の設置等を

行っております。

○崎山嗣幸委員 では、大もとであります那覇港を

中心に聞くときに、那覇港の今言われている、受け

入れするクルーズ促進連絡協議会の財政負担という

ものは、沖縄県はどんな方向で―負担金があるのか、

これは委託しているのか。沖縄県とはどんな関係で

すか。

○前原正人観光振興課長 基本的には、各港におけ

る歓迎のセレモニーというものは各港のクルーズ促

進協議会が行うことになっているのですが、ただ、

独自に手当てした予算が足りないときに、超過する

際には、沖縄県から一般財団法人沖縄観光コンベン

ションビューロー―ＯＣＶＢに委託した予算の中か

ら助成金を出すことになっております。例えば那覇

クルーズ促進連絡協議会の場合でしたら、自主財源

分として平成26年度は647万4964円ございましたが、

それとほぼ同等の額を助成金という形で助成してお

ります。

○崎山嗣幸委員 平成26年度は沖縄県が647万円、那

覇クルーズ促進連絡協議会に助成したということで

すか。

○前原正人観光振興課長 そうでございます。ＯＣ

ＶＢを経由してということでございます。

○崎山嗣幸委員 那覇クルーズ促進連絡協議会の団

体運営資金はどんな形になっていますか。全体の予

算はわかりますか。

○前原正人観光振興課長 詳細な数字は今ございま

せんが、その構成からしますと、那覇市を中心に那

覇港管理組合等の負担金という形だと思います。

○崎山嗣幸委員 では、先ほどからあるように、こ

れだけの外国からの乗船客だとかがいらっしゃると

いう取り組みについては、極めて沖縄県のイメージ

というものが大事だと思いますが、平成26年度に限っ



て、クルーズ船が入るときと出るとき、先ほど言っ

たように歓迎セレモニーをしているということです

が、これは毎回そういうエイサーだとか演舞という

のか、それとも歓迎式典というのか、毎回入るたび

に、出るたびにやっているのか、この辺の実施率は

どうですか。毎回やっているのかどうか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 平成26年度につ

いては、各港において、全ての寄港船に対する入港

歓迎セレモニーが何らかの形でされていると聞いて

います。

○崎山嗣幸委員 さっき言った那覇港に限って97回

か。これは、入るときも出るときも100％皆さん歓迎

をしているという理解でよろしいですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 両方やられてい

るようです。

○崎山嗣幸委員 私が聞くところによると、初寄港

するときには歓迎セレモニーをするが、それ以外は

していないということで聞いているのです。そして、

エイサーをしたり演舞したりするものについても全

部はしていないと聞いているのですが、今、文化観

光スポーツ部長の話で100％と言っている大きな食い

違いがあって、初寄港だけやると。あとはやらない。

でも、船は初寄港ではないかもしれないが、乗って

いる人は初めて来るということなので、毎回実施し

たほうがいいのではないかと聞くのです。文化観光

スポーツ部長の話では100％ということで全く話が違

うのですが、この辺は実際どうですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 具体的に言うと、

例えば那覇港において、通常のときには横断幕設置、

芸能、音楽の上演、そして関係者による歓迎、見送

りを実施しているのですが、今おっしゃるものは多

分初寄港だと思います。初寄港する船については、

船長等に対して花束、記念品の贈呈、ミス沖縄によ

るお迎えなど、少し手厚くしているという状況で、

通常の船についても基本的には歓迎とお見送りのセ

レモニーをやっているということです。

○崎山嗣幸委員 今、文化観光スポーツ部長がおっ

しゃっているのは、初寄港する船については歓迎式

典をして花束とかをやっているが、そうではない寄

港する場合はそれはしないが、演舞とかその迎えは

やっていると。これは100％やっているということで

よろしいですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 演舞については、

入港、出港両方やっているということではなく、ど

ちらか一方でやっているということのようです。

難しいところですが、全てが今、入港、出港時に

やっているというわけではなく、中には入港、出港

時にもやっているものもあります。この辺は船会社

とも調整しながら、向こうがどうしても両方やって

ほしいという要望があれば両方やったりという、臨

機応変に取り組んでいるということのようです。

○崎山嗣幸委員 これは来るときも出るときもやっ

たほうがいいと思うのと、それからメニューという

のか、エイサーだけではなくて、いろいろな工夫を

してやったほうが私はいいと思うのですが、この辺

の検討とかはなされているのか。あるいは１回にど

のぐらいの経費をかけているのか。予算にもよると

思いますが。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 まず、１回の経

費が幾らかということは把握はしていないのですが、

今委員おっしゃるように、これだけの数の方々が船

で沖縄県に来られるわけですから、できるだけ歓迎

の意を示すという意味で、可能な限りやったほうが

いいと思います。ただ現状で、今一つの課題として

出ているのが、数がふえてきているのでそういった

上演を行う人、動員する方だとか上演する方、演舞

する方々の手配が特に平日とかはなかなか難しく

なっている状況も今あるようです。その辺は、今おっ

しゃるように、できるだけ歓迎の意を尽くす方向で

考えますが、それはそれぞれのクルーズ促進連絡協

議会とも調整しながら、可能な限りの対応でやって

いきたいと思っております。

○崎山嗣幸委員 毎回同じトン数の船ではないから、

特に大型な船が来るときに何かやるとかということ

も含めて重要だと思うので、どちらにしても同じよ

うなパターンではなくて一定程度―エイサーもある

だろうし、太鼓もあるだろうし、琉舞もあるだろう

し、アポイントメントをとるのは大変かもしれない

が、いろいろな意味で、これだけの観光客に沖縄県

のイメージを与えることになっているから、その辺

も含めて、質なども含めて、それから受け入れ体制

も含めて、沖縄県の支援というか、ぜひ強めてもら

いたいと思います。

それから最後になるのですが、クルーズ船の経済

効果ですが、さっき言ったトータル的なことも含め

て、どの程度の試算をされていますか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 今手元に資料が

なくて、単純に消費効果で掛けていきますと―沖縄

総合事務局がクルーズの客に対して調査したものに

よると、１人当たり大体２万6000円ぐらいの消費効

果と言われていますので、それに先ほどの数字を掛

けると約62億円程度の効果と推計されます。



○上原章委員長 仲村未央委員。

○仲村未央委員 沖縄県アジア経済戦略構想からお

尋ねをいたしたいと思います。沖縄県アジア経済戦

略構想の考え方は何度も本会議で答弁がありました

ので、その概要は出ているかと思いますが、この構

想の位置づけというか、他の計画との体系的な整理

というものは沖縄21世紀ビジョンがありますし、そ

ういう意味でどの位置に来る構想なのかということ

についてお尋ねをします。

○下地明和商工労働部長 今回策定する沖縄県アジ

ア経済戦略構想につきましては、沖縄21世紀ビジョ

ン、それから沖縄21世紀ビジョン基本計画を土台と

して、そのアクションプランと位置づけておりまし

て、沖縄県の産業振興について、またそのビジョン

の基本計画に基づいて、さらに各分野別の計画で既

にあるものもあります。例えば、情報ですとおきな

わＳｍａｒｔ Ｈｕｂ構想。それから観光ですと、先

ほど来、文化観光スポーツ部長がお話ししているよ

うに、沖縄観光推進ロードマップ等に基づいて今推

進している状況でございます。この構想については、

これらの計画を土台に策定することにしておりまし

て、特徴としましては、国とか地域によって経済発

展状況も違いますし文化も違う、それから各種規制

の状況も違うので、そういう細かい情報を踏まえた

計画というものが今ないので、そういったレベルま

で掘り込んで、全体で物流だとか観光情報、その他

の産業、そのベクトルを１つの方向にして地域ごと、

あるいは国ごとの、そういうベクトル合わせをしな

がら、県も国も、そして市町村も一体となって取り

組むような、これもまた同じようにベクトルを、方

向を合わせながらというものにしていきたいと。そ

れによって相乗効果を得られると。沖縄21世紀ビジョ

ン基本計画で定めた目標に向かって、より後押しを

する計画として位置づけていきたいということで今

進めております。

そして現在、３つの部会―貿易・海外ネットワー

クだとか物流、製造業、農林水産業等をまとめる第

１部会、それから観光とか医療、地域経済等をまと

める第２部会、それから情報、環境、それからグロー

バル人材育成等をまとめる第３部会で、部会で深掘

りして議論をしながら、さらに委員会でまとめて、

どういうところが足りないかということでまたおろ

していく、ということで議論を進めていると。それ

がひいては後々地域ごとのもっと掘り込んだ、深掘

りした計画になって一緒になって事業が進められる、

施策が打てる内容にしていこうということで取り組

んでいるということでございます。

○仲村未央委員 実業界の方々がかなり委員にくみ

されていることからしても、先ほどの国ごと、地域

ごとというところの特徴をつかまえて、それに対応

できるようなものにしていこうということはわかり

ますが、沖縄21世紀ビジョンは目標年次が2030年で

したか。これは同じように目標設定というか、そう

いうものを置いているのか。

○下地明和商工労働部長 沖縄21世紀ビジョンある

いは沖縄21世紀ビジョン基本計画、それと期間を合

わすのかどうかというところまではまだ議論されて

おりませんが、今委員会で出ている意見としまして

は、短期的に成果を上げられる、三、四年を目標と

して上げられるもの、あるいは中長期的に五、六年

を要するもの、あるいは長期的に10年ぐらい要する

ものという施策の打ち方、あるいはトライの仕方に

分けて取り組もうと。最終的に期間をどうするかと

いうものはまだ決めておりませんが、ただ、この構

想に関しては、アジアの社会は非常に急速に変化し

ていますので、ローリングしながら、もっと早く手

を打てるような柔軟なものにしていこうというとこ

ろは、委員の中で少し一致してきていると思います。

○仲村未央委員 ぜひ頑張っていただきたいと思い

ます。

外国人観光客増加の勢いが先ほど示されたと思い

ますが、本当に単年度でもこれほど動く数字にどう

対応するかという意味では、非常にスピード感が問

われると。構想や計画というものは、全体のものも

あれば個別のものもあって、その進行管理もいつも

ここで課題になるところだと思いますので、構想倒

れ、計画倒れということでごちゃごちゃにならずに、

そこは系統立ててしっかりと、その他の整合性もと

りながら、ただスピード感を持って頑張っていただ

きたいと思います。

次に、一般質問で聞いた労働実態調査の続きとい

うか、時間が足りなかったので、よろしいですかね。

この労働実態調査がかなり大幅に、大規模に行われ

たという意味では、今回は非常に画期的だと私は思っ

ています。この調査した実態をどう雇用の質の向上

につなげていくかということが、これから具体的に

データをどう活用していくかという場面に入るのだ

ろうと思います。ただ気になるのは、例えば就業規

則などでも法定の定めがあるもの、これがそもそも

満たされていないということがこのデータからも出

ていると思うのです。例えば就業規則でいうと、常

時10人以上の労働者を使用する使用者、これは労働



基準法できちんと定められて就業規則をしなさいと。

結局こういうことの一つ一つがきちんと定まってい

れば、これはおのずと雇用の質の向上につながって

いくであろうということに、ひいてはつながる課題

がここで明確に出てきたと思うのです。そこら辺を

今どう見ていらっしゃるのか。今上がっている実態

とその部分の課題がもう既に把握できる部分もある

かと思いますので、そこら辺をお尋ねいたします。

○下地明和商工労働部長 今回、初めてと言ってい

いほど１万数千件のサンプルの中からアンケートし

て、結果として2600近い回答を得ましたが、こうい

う大きな実態把握ということは初めてだと思います。

本会議でも状況を説明しましたように、産業ごとの

課題が明らかになってきているという中であります。

ただし、今回の調査が事業所あるいは従業員に対し

て任意の回答を得ると、実態を把握することが先決

だということもありまして、そういったものを問わ

ないという形で任意にとったデータでありますので、

そういうことが見られるのも事実でありますが、そ

う認識しております。ただ、せっかくこれによって

課題が捉えられたということもありますので、これ

をどう雇用の質の向上の施策に生かしていくかとい

うことをまず今後考えていきたいということが１点。

それから、先ほど来指摘のある労働関係法令の違法

状態、違反状態というのですか、それがあるのも事

実何点かあります。それに対しては、今後とも我々

としては労働関係法令の周知啓発を経営者側、ある

いは働く方々、それに一層強化するということで、

その資料としていきたいと。それは沖縄労働局と一

緒になってやっていきたいという、その材料にした

いと考えております。

○仲村未央委員 意義があったのは、やはりまず行

政側が実態をつかんでベースにするという、これは、

貧困率などもいつも数字が各都道府県単位では出な

い、地域ごとに出ないというところで、なかなか実

際の施策は対策として打っているのに、ところがベー

スになる、基本的な情報は持っていませんというこ

とでかみ合わないために、実際にはそれが本当に対

策として功を奏しているのかどうかというところが、

ある意味では逃げ場になっているというところが

あったと思うのですね。そういう意味では、労働の

実態、雇用環境の実態を国任せにするのではなくて、

こういった県が具体的に実態を把握するということ

が、これからのあらゆる経済政策のベースになる情

報を責任を持って確認する作業だと私は思うのです

よね。そういう意味では、これは１回だけの調査で

はなくて、継続的に取り組む必要もあるのではない

かと。実態の把握という意味でですよ。これをもっ

てすぐ摘発するとか、答えたから違反が発覚して、

それで指摘していくことに使うということのみでは

なくて。それはまた目的が違うでしょうから。ただ

本当に実態を把握することも含めて継続的に行う中

で、行政が責任を持って実態をつかまえて、公表を

し、誘導していくという責任は明確ではないかと思

うのですが、調査の今後の継続的な取り組みという

ものはどうなりますでしょうか。

○下地明和商工労働部長 これだけ大規模な実態調

査をするということはかなりの労力も要りますし、

また、毎年毎年やったとして、そう大きく変わるも

のではないだろうなという感がします。ですから数

年に１回とか、そういうころ合いを見計らいながら

やっていくということがいいと、今とっさの判断で

すが、考えております。

昨今、雇用環境が少しずつよくなっておりまして、

正規雇用化への流れも出てきておりますので、例え

ば２年後に行うとか３年後には、そういうことで把

握をしていくと。今委員おっしゃるように、それを

施策に反映するという方法が一つと考えております。

○仲村未央委員 これを見ていくと、先ほどの就業

規則の定めもそうです、年休もそうです、育休もそ

うです。そういった労働条件のいわゆる不備とか不

足があるのは、やはり主にサービス業、第３次産業。

もともと就労者がそこに多いこともありますが、一

番深刻なのは、観光に従事する、宿泊業に従事する

人たちの労働条件の厳しさが非常に浮き彫りになっ

ていると思うのです。そういう意味では、そこで働

く人たちが本当に所得の向上も伴って上がっていか

ないと、本当の意味での観光立県ということにはな

らないはずだと思うのです。そういう意味で、その

部分の、特に宿泊、サービス、そのあたりで働く人

たちの雇用の改善、質の向上ということは非常に、

ここでも具体的に上がっていると思いますが、その

産業分野別の取り組みの具体性をもって生かして

いっていただきたいと思うのですが、そこは両部長

の見解をいただきたいと思います。

○下地明和商工労働部長 今回の調査だけではなく

て、商工労働部あるいは沖縄県としまして、分野別

に雇用のミスマッチもあって、足りない分野とかい

ろいろ、昨年来ヒアリング調査だとか、あるいは説

明をしながら各業界の意見も聞いてきました。そう

いう中において、それを進めることによって、例え

ば足りない分野での、よく建設業で言われる鉄筋工、



型枠工の人材育成とかが始まりましたし、あるいは

保育については、正規雇用化へ向けて具体的に子ど

も生活福祉部が取り組み出している。看護士の復帰

についてもそういう取り組みが始まったと。いろい

ろと取り組みが始まっていますので、そういうとこ

ろで各部局に実態を把握していただいて、施策を打っ

ていただくというような方向で我々としては動きた

いと思っております。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 まず、今回の調

査で宿泊、飲食業に関する部門の雇用状況が悪いと

いうことはうちも真摯に受けとめて、その対策をしっ

かり講じていきたいと思います。

その前に１つだけ、この統計の実態を正しく把握

するために少し御説明しておきたいのですが、実は、

今回の沖縄県労働環境実態調査の中で、宿泊業と飲

食業を合わせた分類を行っているわけですが、この

中の飲食業というものが、一般の客も利用する居酒

屋とかファストフード、主に学生とかパートの多い

ものもまず含まれているということで、今回、この

宿泊業、飲食業が全体で205事業所が調査対象となっ

ています。ですが、宿泊業はそのうちの27で13.2％

ということですので、そういった中にあるというこ

とをまず御理解いただきたいということです。しか

しながら、今の宿泊業、飲食業は観光に関連する業

種でございます。その中で正規雇用率が非常に低い

と言われています。その中の一番、特に宿泊業の中

でそういうことになっているということは、観光の

平準化ということが大きな問題というか、打つべき

対策と思っております。例えばトップシーズンの８

月が73万人、そしてボトム期の１月が49万人、差し

引きしますと23万人ぐらい差があるわけですね。そ

うすると、仕事の量が安定していないということで、

どうしてもそこの部分が非正規雇用につながってい

くという要素がございます。それとあわせて、１人

当たり消費額をどう高めていくか、ホテルの単価を

どう高めていくかという対策が重要だと思いますの

で、その統計を私たちもフォローしながら、追っか

けていきながらこの政策を打っていき、それが少し

でも縮まるように、取り組みを強化していきたいと

考えております。

○仲村未央委員 今、両部長からあったように、実

態と施策との連動の中で、業の質の向上とそこで働

く人たちの就業環境、所得の向上ということは、や

はりあわせて、まさに質の向上になろうかと思いま

すので、ぜひこれを有効に生かして、特に産業別分

野の、先ほど下地商工労働部長がおっしゃるような

ところにおろして、各所管にかかわらないところは

ないはずですので。これは公的部分も含めて公もで

すよね。正規雇用の問題は教育委員会あたりでは大

きな課題だと思っていますので、そこもぜひ共有し、

全庁で取り組むようなベースにしていただきたいと

思います。

あと、製造業が昨年度は非常に伸びたと思ってい

ますが、その実態はどうなっていましたでしょうか。

○下地明和商工労働部長 これは正規雇用率の話で

すか。

○仲村未央委員 製造業そのものの立地等々が非常

に大きく伸びたのではなかったかと思っていますが、

それとあわせて今の雇用環境もあればお尋ねしたい

と思います。

○下地明和商工労働部長 速報値ですが、平成26年

歴年で製造業部門で今までにない17社の立地を見ま

した。素形材も含めてですが、今までで過去最高の

立地ではないかと思っています。こういう製造業部

門の伸びというものは関連の仕事がかなりあるとい

うことで、沖縄県内企業への波及も大きいですし、

それからやはり熟練した職人を必要とすることで、

どうしても正社員を育成していかなければいけない

ということで、本会議でも答弁したと思いますが、

旧特別自由貿易地域の州崎地区に立地している企業

の正規社員率は、全県がたしか63.何％に対して、80

％近い正社員比率ということで、やはり高度なもの

づくりというのですか、そういったものが立地して

くることによって、沖縄県の産業構造にも何らかの

好影響を与えてくれるのではないかということで、

今後とも進めていきたいと考えています。

○仲村未央委員 ぜひ２次産業、１次産業ももちろ

んですが、ただ２次産業が非常に弱いところに所得

の低さがてきめんにあらわれているということは、

これはどの比較を見てもそうなので、そういう意味

では、まだまだ伸びる要素が大きいところではある

と思いますので、ぜひ頑張っていただきたいと思い

ます。

最後に、文化の側面から大きな問題と思っている

のが、2033年に旧歴がつくられなくなるときが来る

ということで、仕組み的には私も詳しいことはよく

わからないのですが、ただ、暦というものは限界が

来るという話が大きく報じられていて、沖縄県にとっ

ては文化そのものの根底をなす旧暦ですので、そこ

はどのように沖縄県として今把握をされているのか、

お尋ねをいたします。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 私も新聞でその



状況を知って、ああ、そうなのかということぐらい

しか知らなかったです。ただ、いずれにしましても

沖縄県の旧暦というものは、伝統的な集落の行事、

もしくは集落の行事といえば、例えば３月３日のハ

マウリであったり、５月４日のハーリー、もしくは

家庭内の行事、これは旧盆に始まり、ヒヌカンもあ

りますよね、屋敷のウガンとかね。いろいろ私も親

から電話が来て、やりなさいよと言われるような状

況です。ですから旧暦というものは、これは沖縄県

の一つの地域文化、生活文化になっていると思って

おります。そういうことからしても、それをしっか

り対応していくことはまだ必要だと思います。ただ、

それは今の生活だけではなく、例えば漁業とか農業

とか、そこと潮の干満とかにもいろいろ影響が出て

くる。いろいろ調べていると六曜というものがあっ

て、大安とかですね。それは結婚式に当たる日がい

つなのかという、それもわからなくなってくる。い

ろいろなところに影響が出てくるようですので、そ

の辺、まだ先の話―18年後の課題ではあるのですが、

沖縄県に非常にかかわりの深い旧暦でございますの

で、有識者等々の意見も諮りながら、どのような形

で適切に対応すべきか、検討を進めていきたいと思っ

ております。

○仲村未央委員 ぜひ、これは恐らく全国でももち

ろん大安吉日とかという使い方はしているのでしょ

うが、沖縄県ほど本当に生活や文化のそのものに密

着して、私たちはむしろそれで年中行事を行ってい

ると言っても過言ではない状況だと思うのです。た

だ一方では、今明らかになっているところによると、

国立天文台、国としては旧暦には関知しないと。あ

くまで民間ベースで対応してください的な形ですよ

ね。一方では、中国では国を挙げて、それは公式に

旧暦をつくっていくという構えで2033年問題にしっ

かりと対応していくと言っているので、私はやはり

沖縄県として―沖縄県が定めることがいいのかどう

かもあるのですが、ただ、沖縄県知事が有識者を集

めて意見を聞く場を持ったり、その上でやはり早目

早目に対応をして、適切に旧暦が使用されるという

か、そういう環境をリードしていく。多分沖縄県が

それに取り組めば、恐らく日本全体の旧暦が混乱す

ることなしに、右へ倣えでむしろ沖縄県がリードし

ていくという部分になってこようかと思うのです。

そういう意味で、沖縄県として有識者含めての適切

な議論の場、旧暦の設定のありようなどに早目に取

り組むべきだと私は思いますが、いかがでしょうか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 新聞等々の報道

を見ても、混乱が生じることはもう目に見えている

わけですので、混乱を生じさせてはいけないという

ことと、今おっしゃるように、沖縄県からというこ

とは、やはり本土と比べても旧暦文化は沖縄県が独

特だと思うのです。そういった意味でも、沖縄県か

らそういう取り組みが進んでいるということを発信

する意味でも、歴史的な違いがあるということを発

信する意味でもやはりいいことだと思いますので、

できるだけ早いうちにそういった取り組みが、対応

ができるようにやっていきたいと思っております。

○上原章委員長 瑞慶覧功委員。

○瑞慶覧功委員 初めに、今、仲村委員からも質疑

されましたが、沖縄県労働環境実態調査の事業の概

要について伺います。

○下地明和商工労働部長 この事業は、本県の企業

の労働環境の実態を把握して、産業ごとに課題を明

らかにして、雇用の質の向上に向けた効果的な施策

の展開に資することを目的に、事業所及び従業員へ

のアンケート調査、あるいは経営者だとか従業員、

業界団体、労働組合等にヒアリング調査を実施いた

しました。事業費としては2181万6000円で実施した

ところであります。調査の方法としましては、調査

対象事業所については総務省が実施した平成24年度

の経済センサス活動調査における事業所名簿の中か

ら、産業ごとの事業所比率、産業ごとに無作為に抽

出、選定して、事業所に調査票を配付するというこ

とで、返していただくという方法でやりました。回

収率を上げるために、何回かの督促を行いながら―

大規模な調査でありましたので、返ってこないとこ

ろには２回ほど督促をしながら、2600近い調査票を

回収して、今回課題の分析だとか、あるいは整理に

取り組んでいるというところでございます。

○瑞慶覧功委員 次に、回答事業所の業種割合です

が、先ほどお話もありましたが、宿泊・飲食業関連、

そして生活関連の回答率がないのですが。

○伊集直哉労働政策課長 御質疑の宿泊・飲食業の

回答事業所数ですが、205カ所から回答をいただいて

おります。これは全体の8.1％を占めております。あ

と、生活関連等に関しましては61カ所、全体の2.4％

という形になっております。

○瑞慶覧功委員 次に、労働条件、就業規則の作成

状況ですが、商工労働部長は一般質問の答弁の中で、

就業規則の作成が法的に義務になっているのは、10

人から30人未満とたしかおっしゃっていたと思うの

ですが、沖縄労働局からの文書では、労働条件明示

については、労働基準法第15条に基づき労働者を雇



用する全ての事業主の責務となっていますとあるの

ですが、どうですか。

○伊集直哉労働政策課長 おっしゃるとおり、労働

条件の明示につきましては、労働基準法第15条の中

で、「使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対

して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなけ

ればならない。」という旨の規定がなされております。

同法の施行規則において、書面の交付が義務づけら

れている形になっております。今回の調査において、

調査票の設問の中で労働条件通知書の交付状況につ

いても尋ねております。その結果としまして、交付

している事業所が42.8％、していない事業所が57.2

％という結果になっております。

○瑞慶覧功委員 では、全てということですね。10

名から30人未満だけがこの義務ではないわけですよ

ね。

○伊集直哉労働政策課長 おっしゃるとおり、規則

に関しては10人以上に作成義務がありますが、この

労働条件の明示については全ての事業所が対象と

なっています。

○瑞慶覧功委員 国の沖縄労働局、そして労働基準

監督署、ハローワークは、この３月は労働条件明示、

そして書面交付強化月間となっているみたいですが、

沖縄県とはどのような連携があるのでしょう。

○伊集直哉労働政策課長 沖縄県も情報をいただい

ておりまして、沖縄労働局と連携するような形で、

ホームページにその内容を掲げているところです。

それと、うちで発行しております広報紙「労働おき

なわ」、それも活用しまして労働条件を明示せよと、

これの周知を図っているところです。

○瑞慶覧功委員 調査の内容、雇用形態、そして就

業規則、育児休業、退職金などいろいろあるのです

が、またそこから見えてくるのは、従業員規模が大

きいほど条件がよくなっているという形になると思

うのですが、先ほど仲村委員からもありましたが、

宿泊業、リゾートホテルとか、そういうものはやは

りそれだけ多いと思うのです。にもかかわらず、い

つも条件の悪いところに、低いところに出てくるの

ですよね。調査の方法は先ほど説明がありましたが、

宿泊と飲食業ということで一緒になっているので、

もう少し確かなデータにするためには、分けて取り

組む必要があるのではないかと思います。

○伊集直哉労働政策課長 先ほどありました宿泊業

と飲食業が一緒になっているといいますのは、産業

分類上、大分類と言われるところで分類されている

ものです。今回の調査は中分類までおりて、ブレー

クダウンする形で調査をやっておりますので、宿泊

業については回答事業所27カ所で、従業員数が1086

名。飲食業については回答事業所数は168カ所で、従

業員数は1405名となっております。

委員が御指摘されたそれぞれの項目ごとの内容に

ついても整理をしておりますので、お話をさせてく

ださい。雇用形態につきましては、宿泊業は正社員

が300名、非正規社員が786名となっておりまして、

宿泊業だけでいいますと27.6％が正社員、非正規社

員が72.4％という形になっています。一方、飲食業

は正社員が284名、20.2％、非正規社員が1121名、79.8

％という状況になっております。新規学卒者を採用

した事業所は、宿泊業においては27.8％、飲食業は1.4

％。就業規則を作成している事業所は、宿泊業が63

％、飲食業が28％。育児休業制度を採用している事

業所は、宿泊業が40.7％、飲食業14.3％。退職金制

度がある事業所は宿泊業29.6％、飲食業4.1％という

形で、宿泊業と飲食業において如実に対応に大きな

差があるということは、このデータからも明らかに

なったところです。

○瑞慶覧功委員 次に、沖縄県内事業所１万3576カ

所のうち有効回収が2537カ所、18.7％ですが、この

結果に対して見解を伺いたいのですが。

○伊集直哉労働政策課長 確かに回収率自体は18.7

％という形になっておりますが、他の統計では、従

業員５人以上の事業所を対象とするものが多いとい

うことがまず１点あります。今回の調査は、本県の

労働環境の実態を把握し、産業ごとの課題を明らか

にするという観点から、従業員５人未満の事業所も

対象としております。沖縄県内企業は中小、零細企

業が大宗を占めておりますので、今回の調査対象事

業所数は、従業員５人以上が6200事業所、５人未満

が9700事業所という形になっております。５人未満

については調査への対応ができないという事業所も

多くあったことがありまして、それが回収率を下げ

る原因となっているものと考えられます。

なお、先ほど商工労働部長からもありましたが、

回収率を上げるために調査期間を延長するというこ

とを１つやりました。あと、督促のはがきを２回送

付し、電話による協力依頼も何度も、複数回やると

いう形で回収率を上げる努力をやりまして、2537カ

所の事業所について答えていただいたという形に

なっております。沖縄県としましては、分析に必要

なサンプル数は確保されていると考えております。

○瑞慶覧功委員 回答した事業所は、やはり比較的

健全な、雇用形態とか労働条件を備えているところ



からのほうが多いのではないかと思うのですが、や

ましいから回答しないこともあるのではないかと思

うのですが、どうですか。

○下地明和商工労働部長 今回の実態調査はそうい

う予見を与えないように注意して行ったつもりです

ので、そういった偏ったデータにはなっていないと

思います。

○瑞慶覧功委員 実態に近いデータを集めるため、

やはり回答率を上げる必要があると。大事だと思い

ますので、関連部局、例えばホテル関係でしたら文

化観光スポーツ部とか土木建築部とか、それぞれの

部署から出すと、少し大変なことだとは思うのです

が、実態をつなげるためには、そういった形でする

と効果的ではないかと思ったりするのですが、どう

でしょうか。

○下地明和商工労働部長 少し委員の考え方と違う

のですが、逆に関係部局から行きますと、実態を見

られるという何らかの抵抗感も働きますので、逆に

全く関係ないところで、本当に広く調査していると

いう感じのほうが捕捉率が高まるということが我々

の今の考えです。それはやってみないとわかりませ

んが。

○瑞慶覧功委員 先ほど、毎年ではなくて二、三年

置きとかあったのですが、ぜひこれは継続して、頑

張って取り組んでいただきたいと思います。

次に、外国人労働者の実態について伺いたいので

すが、最近よく那覇市で、近くの居酒屋に行くと、

アジア系の人が、ベトナムとかネパールとかたくさ

んいるのです。今の外国人労働者の状況について。

○又吉稔雇用政策課長 沖縄労働局のまとめにより

ますと、本県の外国人労働者数は、平成26年10月末

現在で3388人となっております。これは新聞にも載っ

ておりました。国籍別では、中国が最多で660人、こ

れは全体の20％を占めております。次いでネパール、

561人。その次がフィリピン、547人などとなってお

ります。

あと、就職先といたしましては、一番多いのが教

育学習支援業―塾の英語の先生とか、大学院、大学

の教授とか、そういう分野ですが、これが最多の607

人で、全体の18％を占めております。次いで宿泊・

飲食サービス業510人。サービス業453人。卸売業、

小売業345人などとなっております。

あと、在留資格別で申しますと、外国人は出入国

管理及び難民認定法で定められています在留資格、27

種類の範囲内において日本国内で活動ができるとさ

れております。さらに、外国人労働者を雇用した際

には、雇用対策法第28条により事業主はハローワー

クへ届け出る義務があります。その届け出た外国人

労働者の在留資格別に申しますと、永住者、定住者、

日本人の配偶者等の外国人労働者が一番多くて1288

人、全体の38％を占めております。次いで留学生が910

名、26.9％。あと専門的、技術的分野で889名、26.2

％。あと技能実習生が147名で4.7％などとなってお

ります。以上が外国人労働者の実態ということでご

ざいます。

○瑞慶覧功委員 意外だったのは、ネパールが多い

なと思うのですが、最低賃金とか労働条件はちゃん

と守られているのでしょうか。

○伊集直哉労働政策課長 日本国内で就労する限り、

国籍を問わず、労働関係法令の適用はあることになっ

ております。かつ、労働基準法第３条では、労働条

件面での国籍による差別を禁止しています。また、

全ての事業主は、外国人労働者の雇い入れをすると

きと離職時に、氏名、在留資格、在留期間などを確

認いたしまして、ハローワークへ届け出をすること

が義務づけられています。労働基準監督署では、さ

らに外国人労働者のいる事業所を訪問し、指導監督

も行っているとのことであります。沖縄県としては、

最低賃金やこれらのことから労働条件が遵守されて

いるものと考えています。

○瑞慶覧功委員 私は外国の留学生とか研修生を受

け入れるのは大変いいことだと思っているのですが、

それが隠れみのというか、安い労働力のためにとか、

そういうことがないようにしないと、やはりこれか

ら、沖縄県アジア経済戦略構想も策定されています

ので、沖縄県のイメージを壊さない、留学生のイメー

ジが壊れないように、ちゃんとやってほしいと思い

ます。

次に、スマートエネルギーアイランド基盤構築事

業ですが、小規模離島における再生可能エネルギー

最大導入に向けた取り組みの進捗状況と課題、今後

の計画について伺います。

○下地明和商工労働部長 沖縄県では、離島におけ

る再生可能エネルギーの最大限導入を図るというこ

とで、平成24年度から宮古島市の来間島で太陽光発

電、それと蓄電池を組み合わせた宮古島市来間島再

生可能エネルギー100％自活実証事業を進めておりま

す。そこをやることによって、人口1000人程度の有

人島で小規模離島と言われる８島を想定してですが、

最大導入に向けた可能性調査も平成25年度に行いま

した。平成26年度には、実現性が高いと思われる北

大東島でありますとか、多良間島でありますとか波



照間島、そこの詳細な状況を調査したところでござ

います。

課題として、来間島でやっている実証事業におい

ては、島内負荷の変動に応じた予測の機能とか、あ

るいは電力の変動抑制制御の精度向上等が課題とし

て浮かび上がってきました。ただ、まだデータ不足

ということもありまして、次年度、平成27年度まで

実証を進めていく予定であります。

また、さらに、先ほど申し上げました３島、北大

東島、あるいは波照間島、あるいは多良間島、ここ

については今年度詳細な調査をしたのですが、固定

価格買い取り制度の金額がかなり低下していること

がありまして、採算性が課題となっております。こ

れがそういう再生可能エネルギー事業を導入するに

当たっての課題として浮かび上がってきています。

今後、沖縄県としましては、今実証している来間島

の制御の精度向上を進めながら、そのような形で今

計画している３島においても、そういう再生可能エ

ネルギーの最大導入を図っていくことを検討して進

めていくということが今の現状です。

○瑞慶覧功委員 前年度比で約53％減額になってい

るのですが、その理由は何でしょうか。

○金良実産業政策課長 大幅な減額となった主な理

由は、宮古島市来間島再生可能エネルギー100％自活

実証事業において、平成25年度と平成26年度にそれ

ぞれ蓄電池システムの整備をやっております。この

蓄電池のシステムがかなり高額でありまして、１台

約１億6000万円かかります。それが平成25年度、平

成26年度で整備が済みましたので、平成27年度はそ

のシステムを活用して実証、要するにいろいろなデー

タ等を抽出していくと。今後の課題の検討でありま

すとか、その課題の解決に向けた検証をやっていく

という部分で、要するに整備機器が減った分で大幅

減という形になっております。

○瑞慶覧功委員 次に、沖縄産加工食材の海外展開

促進事業ですが、沖縄県の塩ですが、これは本土で

も海外のお土産としても見かけると思うのですが、

沖縄県の塩の製造事業所の状況について。

○古堅勝也ものづくり振興課長 沖縄総合事務局へ

の聞き取り調査によると、沖縄県内で一般的製法で

製造を行っている登録事業所数は４社でございます。

また、特殊製法で製造を行っている届け出事業者数

が44社ございまして、合計で48社となっております。

また、経済産業省工業統計表によりますと、平成24

年の出荷量は１万1000トン、出荷額が20億円となっ

ています。ただし、この出荷量、出荷額につきまし

ては、現在沖縄県内で海外から天日塩を仕入れて加

工、製造しているものとか、あと純粋に沖縄県の海

水を100％使って塩の製造を行っているものに限る

と、出荷量、出荷額ともに大きく下がると推定され

ますが、現時点では詳しい数値はまだ算出できてお

りません。現在、沖縄県工業技術センターでは、沖

縄県内の製塩事業者を回ってヒアリング調査を実施

し、各事業者の事業展開から技術課題まで実態把握

に努めているところでございます。

○瑞慶覧功委員 ぜひ沖縄県内のウチナームン、そ

の実態は調査してほしいと思います。

次に、文化観光スポーツ部ですね。平成33年まで

に観光客1000万人を目標にしているのですが、現状

のホテルの部屋数、この間も旧正月とオープン戦が

重なって部屋数が足りないことがあったのですが、

対応できるのかどうか、今後の課題について聞かせ

てください。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 平成25年12月末

時点の沖縄県内の宿泊施設数ですが、1441件、宿泊

室数が３万8905室、収容人員が10万111人となってい

ます。観光入客数と沖縄県内の宿泊施設の収容人数

を比較した場合、現時点で、沖縄県全体で見た場合

ですが、数字上は充足しております。しかし、観光

客の需要にある程度偏りがあります。例えば地域別、

ホテルのタイプ、観光客が望む宿泊施設と提供でき

る宿泊施設のミスマッチが出てくるということでご

ざいます。そういうことから、一時的に不足ぎみの

地域とかホテルのタイプがあると考えています。そ

の１つの事例が、２月に起こった春節時のホテルの

不足なのかと思っております。

○瑞慶覧功委員 次に、外国人観光客受入体制強化

事業が新規であるのですが、飲食店などのメニュー

の外国語翻訳を業者に委託する場合に支援するとい

うことですが、どこが窓口となって取り組むのか。

○前原正人観光振興課長 本事業につきましては、

来年度、先ほども御説明しましたように、独立させ

て外国人観光客受入体制強化事業という形でやるの

ですが、本年度は誘客の事業の中で行っております。

翻訳につきましては、一般財団法人沖縄観光コンベ

ンションビューローに業務委託を行う形で事業全体

を行っておりますが、そこの中で１言語、１件につ

き10万円を上限に、例えば中国語、韓国語、英語で

したらトータル30万円、そういったものの翻訳サー

ビスをしています。対象の事業者としましては、沖

縄県内の民間施設、例えば飲食、宿泊、レンタカー

のような交通機関、それから観光客を相手にするよ



うな物販という形で、外国人の観光客を受け入れる

施設であれば、事業者であれば全て対象となります。

○瑞慶覧功委員 この辺の居酒屋で、外国人観光客

がいっぱいいて、飛び込みで中国系の人が来るとや

はり対応に戸惑ってしまうので、ぜひ必要だと思い

ます。

次に、教育旅行推進強化事業ですが、海外から留

学、旅行誘致を図るための取り組みについて伺いま

す。

○前原正人観光振興課長 沖縄県への修学旅行の入

り込み客数ですが、ここ数年横ばいで推移していま

す。43万人から45万人という幅で推移しております

が、少子化の傾向が今後ますます進行するというこ

とで、国内市場はどんどん縮小していく傾向にござ

います。したがって、海外からの修学旅行の誘致も

一つの課題となっておりまして、今回の教育旅行推

進強化事業といいますのは、今年度やっています修

学旅行の事業と、もう一つ、今年度エデュケーショ

ナル・ツーリズム推進事業というものをやっており

ますが、その中でそういった海外からの教育旅行の

推進というものをやっておりました。それを統合す

る形で、来年度、教育旅行推進強化事業という組み

立てにしております。具体的には、海外の部分を申

し上げますと、海外の教育旅行関係などの市場調査、

それから国内先進地における海外教育旅行体制に係

る調査、さらに学校交流受け入れ校の調査―沖縄県

内の受け入れ体制の把握、それから実際に教育旅行

を造成する旅行会社、あるいはキーパーソンとなる

ような教育関係者を海外から沖縄県に招いて、実際

の沖縄県を見ていただくような招聘事業、さらには

教育モデルツアー、各種セミナー、そういうものを

開催するという事業で構成されております。

○瑞慶覧功委員 代表質問でも意見したのですが、

何事も一方通行ではだめだと思うのです。台湾から

ことしは三十五、六万人来ていますよね。先ほど来

お話があるのですが、沖縄県からは２万人前後とい

う状況だと思うのです。これは修学旅行も受け入れ

るだけではなくて送り出すことも、やはりこれは教

育委員会の管轄だと思うのですが、連携をとって、

そしてまた老人クラブとか、本当に近くてすばらし

い国ですので、ぜひそういうところも念頭に入れて、

それを文化観光スポーツ部がつないでいくというか、

役割を担うべきだと思うのですが、どうでしょうか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 御指摘のあるこ

と、これは台北駐日経済文化代表処の所長と意見交

換する中で、ぜひ観光だけではなく、観光も含めて

いろいろと交流をやっていきたいと。数からすると、

台湾から沖縄県に来る観光客と沖縄県から行くのは

どうしても人口的にも小さくなりますが、ただ、や

はり実のあるいろいろな交流をすることが非常に大

事だと思っております。特に修学旅行については、

今後のリピーターにもつながりますし、沖縄のよき

理解者にもつながりますので、そういったことにつ

いても積極的にやっていきたいと思います。ただ、

台湾が、今いろいろお聞きしていると、単に沖縄県

に修学旅行に来るだけではなくて、向こうから来る

と沖縄県の高等学校との交流がどうしても前提みた

いです。ですから、そこについてはやはり教育庁と

も連携しながら、そういう交流を、相互の修学旅行

を取り込むような学校探し、そういったことも含め

ながらやっていきたいと考えています。

○瑞慶覧功委員 送り出すほうも念頭に入れて、よ

ろしくお願いします。

○上原章委員長 休憩いたします。

午後０時１分休憩

午後１時24分再開

○上原章委員長 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

玉城満委員。

○玉城満委員 商工労働部、県産品支援の拡大推進

事業の成果を少し紹介していただけますか。

○古堅勝也ものづくり振興課長 県産品の支援拡大

といたしましては、沖縄県発注工事の特記仕様書に

よる的確な県産資材優先使用の明記、それから産業

まつりや県産品奨励月間による消費者への普及啓発、

それから国や市町村、大型量販店、ホテル等に対す

る要請などを行って、県産品の優先使用の支援を行っ

ているところでございます。

○玉城満委員 拡大推進事業というものがあります

よね、去年から始まっているのかな。調べたら主な

事業に載っていなかったものだから。

○慶田喜美男国際物流商業課長 県産品拡大展開総

合支援事業でございますが、これは基本的に県産品

の沖縄県外への販路拡大を図るために、全国の量販

店あるいは百貨店等で開催している沖縄物産展ある

いは沖縄フェア等々、これで昨年、量販店の沖縄フ

ェアの売り上げが３億7000万円、それと東京、大阪

を中心とする百貨店で開催している沖縄物産展が６

億3000万円。それから沖縄県内企業約30社が出展し

ておりますスーパーマーケットトレードショーへの

出展支援、あるいは沖縄県外バイヤーとの商談の支

援等々を実際行っております。



沖縄県外への販売拡大を支援する事業につきまし

ては、補助金を各メーカー、県産品製造業者に交付

しておりますが、昨年約80件の活用がありまして、

約２億8000万円の売り上げ増と商談成約につながっ

ているところでございます。

○玉城満委員 この県産品ですが、泡盛などもそう

ですが、今、沖縄県外に出すための支援というもの

がほとんどで、例えば沖縄県内の需要に対する支援

事業が恐らく余りないと思うのですね。なぜそうい

うことを言っているかと言いますと、この前、泡盛

が沖縄県内のアンケートで、20代で酒類の中で第３

位だったと。ああいうことになっていくと、どんど

ん地元自体がだんだん崩れていかないかということ

で、だから余り沖縄県外、国外に展開することへの

支援だけではなくて、沖縄県内でどの程度需要をふ

やしていくかということも非常に大事だと思うので

すよ。その辺、商工労働部長はどのようにお考えで

すか。

○下地明和商工労働部長 確かにおっしゃるとおり

だと思います。そういうこともありまして、沖縄県

内ではこれまで復帰前の島産品愛用運動から始まり

まして、輸入代替産業の製造業等の振興ということ

も含めて、その後、県産品奨励月間へと、そしてそ

の後はさらに発展系として県内企業への優先発注及

び県産品の優先使用基本方針をつくったりするとい

う形で、沖縄県内での消費拡大も含めて、産業まつ

り等々、優良県産品事業とか、かなりの事業をやっ

て進めてきております。ただ、確かに個別具体的に

一品一品を奨励するというか、売り上げを確保して

いくというような部分については、若干弱かったと

思うところはなきにしもあらずですが、全体的な機

運の醸成とか、あるいは意識の啓発、そういう意味

では県民運動も含めてかなりやってきていますし、

１つの事業で沖縄県内の消費拡大を図るというダイ

レクトな事業は少なくても、県産品の何らかの生産

あるいは商品開発等々を含めると、それに関連する

事業としては何十事業かありまして、トータルでは

今でも23億円ぐらい予算措置されていると思います。

ですから、その部分ではちゃんとやっているつもり

ですが、一品一品に対する対策としては少し欠けて

いた嫌いはあるのかという気がします。

○玉城満委員 ぜひ、地元の中で少し下降ぎみになっ

ている泡盛とか、そういうものを見直していただい

て、地元でのキャンペーンとか、それと今、県産品

奨励月間がありますよね。県産品奨励月間の中にも、

いいイベントだとは思うけれども、もう少しこの―

ビール祭りがあるように泡盛祭りとか、そういうい

ろいろなイベントをふやしていくこととキャンペー

ンをふやしていくということを、やはり県産品には

やったほうがいいと思います。

それともう一つ、わしたショップがあるではない

ですか。向こうに置いている商品というのはほとん

ど県産品ですか。

○下地明和商工労働部長 ほとんどといいますか、

みんな県産品だと思っています。

○玉城恒美産業振興統括監 国際通りのわした

ショップ、それから空港にもわしたショップ、沖縄

県内にございます。それから沖縄県外にも10店舗ほ

ど、北海道からございます。基本的には県産品でご

ざいます。それと、本土の方から見たときに県産品

であろうというようなものも置いてございます。例

えばＡ１ソースとかも沖縄県で非常に普及している

ソースでございます。あれはもともとはイギリスか

ら輸入していますが、わしたショップで提供してお

ります。それから、チューリップのポークランチョ

ンミートとかも置いております。それは観光客が見

たときに県産品というイメージがあって、そのイメー

ジに沿うようなものも含めて、わしたショップで販

売しております。

○玉城満委員 すごくいいと思いますよ。要は何が

言いたいかというと、そういうものも明らかにウチ

ナーの文化だよねと。例えば９割はウチナーンチュ

しか食べていないわけだから。やはりこれは言って

いいと思うけれども、ただ１つ、多分、東京都のわ

したショップあたりにでも三線とか三板が置かれて

いると思うが、三板なんていうものは、もうほとん

ど輸入品ですね。三線も今は９割方輸入品でしょう。

そういうところをどうするかですよ。僕はせっかく

伝統工芸士８人、一昨年やって、そのように本物の

三線というものをもう少し広めていこうという中で、

沖縄県を代表するパイロットショップに輸入物が置

かれているということはいかがなものかという気が

しているわけ。それはあくまでも沖縄県がかかわる

わしたショップにおいては、やはり本物というか、

三線、三板。三板に関してはどうしても木の問題が

あるので、木をどうにかこっちに持ってきてここで

加工していくという流れをつくってくれれば、こう

いうことに支援をしてくれれば本当に県産品と言え

るのだけれども、三板のほとんどは向こうでつくら

せて持ってくるという流れになっているので、そう

すると今後、三板のいろいろなバリエーションが出

てくるわけで、価値観も上がってくると思うわけで。



だから、そのような楽器などにも目を向けていただ

いて、本当に県産品と言えるものがしっかり並んで

いるかどうか、そのようなチェックは必要だと思い

ますね。商工労働部長、どうですか。

○下地明和商工労働部長 今おっしゃるように、食

文化という部分ではいろいろ話の中で出ましたが、

伝統工芸製品と言われるものについては、やはりき

ちんとしたものを提供することが大事だろうと思っ

ていますので、ちゃんとチェックをして、もちろん

沖縄県物産公社と話をしながらですが、向こうも一

民間でありますので、できるだけそういう沖縄県の

伝統工芸、あるいは沖縄県のものと伝統的に言われ

ているものについては、きちんとそういう品ぞろえ

をするように進めていきたいと考えています。

○玉城満委員 それと、県産本の概念は何ですか。

多分、沖縄県の出版社が出す本が県産本と今なって

いると思う。ここで１つ、最近時代の流れで、例え

ば紙の本が余り売れなくなって、今、電子書籍で購

入する機会が圧倒的にふえ始めているわけですよね。

これは何が言いたいかというと、県産本の皆さんは、

沖縄県内のそんなにまで強い企業ではないではない

ですか。ヤマトの集英社とかああいう強い企業では

ないので、そういうシステムが多分独自ではできな

いと。だから出版社の県産本の組合が多分あるはず

です。そういう人たちに沖縄県の文化とか沖縄県の

いろいろなものを、やはりいい本はたくさんあるわ

けで、それをいろいろな国に買ってもらおうという

意味では電子化が絶対必要になってくると思うので

す。その辺、何かそういう計画とかはございません

か。

○仲榮眞均情報産業振興課長 今の電子書籍化につ

いてですが、少し御質疑の趣旨とは違うかもしれな

いですが、今年度支援しています。雇用基金事業を

活用して、電子書籍を含むデジタルコンテンツ分野、

この業界の行っている人材育成の取り組みを支援し

ております。来年度についても地方創生交付金を活

用して、この分野のプランナーとかデザイナー、こ

の辺の支援を予定しています。

○玉城満委員 本当に電子化を一本化して、例えば

沖縄県のあらゆる出版者の皆さんがそこに参画でき

るような仕組みをつくって、そして後々は多言語で

どんどん沖縄県の情報がいろいろな国の人たちに行

くという仕組みづくりが、観光の分野でも絶対必要

になってくると思うのですよ。これだけ外国人が、90

万人の皆さんがこっちに来て、沖縄県で自分の母国

の、例えば英語で書かれている本を読む機会があれ

ば、これはずっといい話になってくるわけで、今後

は出版の皆さんもそこで拡大していく仕掛けができ

ると思うのです。その辺にぜひ取り組んでいただけ

ないかと思うのです。どうでしょう。

○下地明和商工労働部長 これについては、我々と

しては各業界の自主的な組織づくりを促す意味で、

まず自主的に組織をつくって、今どういうものが足

りないのか、そして先ほど情報産業振興課長が話を

しましたように、こういう人材が足りないというこ

とであれば、我々は今、人材育成事業という形でい

ろいろな事業を使いながら、それに支援をしていく。

同じコンテンツでも、今おっしゃったような県産本

のデジタル化もありますれば、ほかのアニメコンテ

ンツみたいなものもありますれば、いろいろなもの

があるのです。そういうところでまた技術も違うと

いうことで、今、同じようなコンテンツという関係

で団体が２つに、任意の団体で電子書籍化という電

子出版会議みたいなところもあったりするのです。

そこをきちんと組織化して、こういった活動をして

いくのにこういった支援が必要ですという見える形

を持ってきていただければ、では、どういった支援

ができるかということで、我々は十分に対応する用

意がありますので、そういったものが早く出てくる

のを望んでいるという状態です。

○玉城満委員 ぜひつくっていただきたいと思いま

す。

次、文化観光スポーツ部関連ですが、沖縄文化等

コンテンツファンドの実績を教えていただきたい。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 今、実績として

は平成23年度から平成26年度までで、９件の案件に

対して投資として総額１億5950万円を出資しており

ます。

○玉城満委員 ２カ所か３カ所ぐらいの製作した方

から少し話を伺ったけれども、この沖縄文化等コン

テンツファンドは非常に使いにくいと。あれは会社

がもらうシステムなのです。要は作品に対しての投

資ではなくて、この作品をつくる会社に対しての投

資になっている。ということは、会社に対しての投

資だから、この作品がどうなろうと、例えばこれが

赤字が出て、けれどもこれは返してくださいという

流れが来て、次の作品にもすごく影響してしまって

いると。そういう現実が、今、出てきているのです。

そうであれば、これは最初から金融業とどう違うの

かという話になってくるわけです。この辺、どのよ

うに考えているのですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 これは、通常の



銀行の融資のように担保をとって回収するとか、そ

ういったものでは当然ないわけです。いわゆる出資

をするわけです。それで期限を定めて幾ら返してく

れとか、そういうものではありません。投資した案

件が成功して収益を上げる、そして出資後も収益が

拡大していくような取り組みを、出資した後にもア

ドバイザーが助言とか云々やっているわけです。そ

の中で、やはり税金もしくは民間の金をもってそれ

を出資しているわけですから、そこについてアドバ

イスをしながら、年間報告を求めたりするわけです。

そこの部分が、もしかしたらそういう負担に感じて

いるかもしれないですが、私たちとしてはそこを強

制云々ではなく、やはり一つのアドバイスをしなが

ら、今後のフォローをしているという意味合いでの

ものだと理解しています。

○玉城満委員 実際、もう二度とこれは申し込みた

くないという会社を何社か僕は話を聞いてはいるの

で、例えばもう少し、やはりこの実態を一つ一つ、

その事例を再チェックしていただきたい。そういう

業界の人たちから、余り気分よくそれを活用させて

いただいていないみたいな話が少し入ってきます。

それともう一つ、やはり海外戦略の中で、沖縄県

をロケ地として制作する人たちに対する補助金があ

りますね。この実績はどの程度ですか。

○前原正人観光振興課長 映画やドラマに対する支

援については、大きく２種類ございます。１つは、

映画やドラマの円滑な制作を支援するためのフィル

ムツーリズム事業、こちらはロケーションや現地コー

ディネーターの紹介であるとか、あるいは地元での

許認可の調整、こういったものをワンストップで提

供する事業になっております。もう一つが、映画や

ドラマ等による海外認知度向上を図ることを目的に

実施しています海外コンテンツサポート事業、こち

らは沖縄県をロケ地とした映画に対して、海外配給

を前提として、制作費、ロケ費の助成を行うという

事業でございます。その実績でございますが、平成22

年度から実施しておりまして、平成22年度が３作品、

平成23年度が４作品、平成24年度が10作品、平成25

年度が６作品、平成26年度が６作品、計29作品となっ

ております。

○玉城満委員 これは全部が上映されたり、オンエ

アされたり、そういう最後の確認までされています

か。

○前原正人観光振興課長 基本的には公開が前提に

なっておりますので、確認はするようにしておりま

すが、一部調整が進んでいないものがあって、一般

公開がされていないものもございます。

○玉城満委員 問題はこれですよ。結局一般公開さ

れないという。結局、では来年、来年、来年、そう

いう世界にはよくあることだけれども、はなからか

なり無理があった制作で、公的資金は補助金を受け

たけれども、日の目を見ていないという作品がある

という話を聞いて、これは今後どのような対策をし

ていくのか。このことに関してはどう考えますか、

文化観光スポーツ部長。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 今、観光振興課

長からあった、全体で29作品ありますが、今年度を

除いてこれまでのもので見ると、そのうちの１作品、

中国で上映する予定のものがありましたが、これが

いろいろと事情がありまして、まだ映画館での上映

には至っておりません。ただ、せんだって大使館で

一部上映していただいたということはあるのですが、

映画館での上映がないという状況です。

○玉城満委員 １作品ぐらいで事故は少ないけれど

も、しかしこの辺は、今、このことに関してだけで

はなく、ほかの補助金―以前、コンテンツに対する

補助金のある事業で、やはり制作にすら至らなかっ

たというものもあるわけですよ。沖縄県が少し支援

したいと言って、これはアニメ系だったけれども、

声優は募集したけれども、結局映画がつくれなかっ

たという事例も耳にしております。そういう意味で

は、やはりスタートの時点でどういう―スタートは

やはり厳しくていいと思うのです。問題は、出口が

準備されているかどうかという判断はしっかりと

やっていかないと、多分カラバンチというか、はな

から補助金だけをもらって、そしてこれが日の目を

見なかったという例につながる。それが前の事業の

とき、今の事業名ではないときにそういうことがあっ

たと耳にしております。だから、そういうことがな

いように今後頑張っていただきたい。

それと、最後にしまくとぅばですが、本をつくっ

たから終わりというわけではないと思うから、今後

どういう展開に持っていこうとしていますか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 しまくとぅばに

関しては、私たちは調査を行いましたが、調査の結

果を見ると―この調査は、しまくとぅばを普及する

ために何をすべきかということを調査したわけです。

そうしたら、１つ目には、学校の総合学習など、

いわゆる学校の現場で使うことがまず一番高いと。

それが今の読本につながっているということです。

もう一つは、テレビ、ラジオ、マスコミなどを利

用したＰＲ。これも最近、各放送局とか新聞等、以



前に比べると大分露出度が高くなってきていると

思っています。

もう一つは、方言講座をすべき。これは、いろい

ろ今まで指摘を受けていますように、しまくとぅば

といえどもやはり教える人がいないとだめでしょう

と。学校でもそうです。ですから、これは次年度、

うちでそういったしまくとぅばを教える講座を各地

域で開催する予定にしています。

それから、スピーチコンテストが次に高い要望で

すが、スピーチコンテストについては、島々ぬくと

ぅば語やびら大会、それも今まで那覇市文化協会が

細々とやっていたものを沖縄県も支援をして、今、

一緒に大きくやっているところです。

もう一つが方言検定試験ということです。この検

定試験についても主体をどこにするかという課題は

ありますが、次年度の事業の中でどういう構想でや

るべきなのかという、その検討を進める予定です。

それが今後必要ということで、これに沿って今取り

組みを進めているということ。

もう一つは、やはりエリアをどう広げていくか。

沖縄県がやるだけでは難しいですので、今やってい

ることは、しまくとぅばを使うチャンスをつくって

くれと各団体に対していろいろと働きかけています。

今年度既に24団体を回っていますが、例えばＪＴＡ

が飛行機を離発着するときに、それぞれの、宮古に

行ったら宮古の言葉でアナウンスをするわけです。

そういったものが非常に定着してきて、よくなって

きています。

あとは、市町村の担当の連絡会議を開くというこ

とと、去る２月には宮古、多良間、石垣、竹富、与

那国にもうちの担当統括監も一緒に行ってお願いし

ているというのは、市町村でもまだしまくとぅばに

対する予算化をしている事業が少ないです。それを

一つ一つ働きかけていって、全市町村が取り組む仕

組みをつくっていきたいということと、あと、市町

村で今、しまくとぅばの普及に関する決議をされて

いるのが33あります。８議会がまだです。そういっ

たものを広げていくということで、少しでも輪が広

まる仕組みと、どこにてこ入れをすれば一番いいの

かという、その両にらみをしながら今事業化してい

こうと思っております。

○玉城満委員 ぜひこれは頑張っていただきたいと

思います。前から言っているけれども、今、知事が

冒頭にしまくとぅばを使っている。僕に言わせれば、

県庁の皆さんがいろいろなところで御協力をお願い

しますと言っているときに、自分たちのお膝元が余

りしまくとぅばを話していないわけですよ。各部署

が、例えば電話の応対でしまくとぅばを使ってみる

とか、待っているときの音楽とかいろいろあるでは

ないですか。あの中で、一言教室みたいなものを導

入してみるとか、沖縄県がおもしろい仕掛けをして

いるということにならないと、僕は普及もどんどん

おくれてくると思いますよ。やはり人に協力を求め

るのではなくて、みずからしまくとぅばをどうやっ

たらおもしろく、行政の中でも生かすことができる

かということをぜひやっていただきたいという要望

を言って、終わります。

○上原章委員長 玉城ノブ子委員。

○玉城ノブ子委員 まず最初に、商工労働部に小規

模商工業者の支援に対する沖縄県の基本的な考え方

をお聞きしたいのですが、今度、国で小規模企業振

興基本法が成立しているわけです。小規模企業振興

基本法で特に重要な点として位置づけられているの

が小規模企業、小規模事業者の事業の持続的な発展

を位置づけたことです。小規模の中からさらに小企

業に着目するということで、従業員５人以下の小企

業者に焦点を当てているということですが、沖縄県

内でこの小規模企業振興基本法の内容をどう生かし

ていくかということはとても大事だと考えるのです

が、この点についての沖縄県の基本的な考え方をお

聞かせいただけますか。

○下地明和商工労働部長 今、玉城ノブ子委員から

国の小規模企業振興基本法あるいは改正小規模支援

法についての経過は事前の話がありましたので、そ

この説明は省いてお答えしますと、小規模企業振興

基本法の中で小規模企業の振興というものについて

は、基本理念として、成長発展のみならず技術やノ

ウハウへの考慮、それから、安定的な雇用の維持を

含めて事業の持続的な発展を図ることを位置づけて

いるということがまずあります。それを具体化する

ために、小規模企業施策として５年間の基本計画を

つくると。そして、それによって政策の継続性、一

貫性を担保する仕組みをつくっていこうということ

がうたわれております。

具体的には、まず、小規模企業者による需要に応

じたビジネスモデルの再構築でありますとか、ある

いは多様で新たな人材の活用による事業の展開、創

出を図っていくとか、あるいは地域のブランド化だ

とか、にぎわい創出等を推進するという基本的な施

策を講じることということがうたわれているわけで

す。

そういったものを受けまして、沖縄県としてもさ



まざまな同様の施策を打つということで、商工会と

か商工会議所においてそういう事業計画策定とか、

フォローアップをする伴走型の支援体制を整備する

ということで、市町村等との連携が掲げられている

と。そういう中にあって、これができるずっと以前

からですが、本県においては沖縄県中小企業の振興

に関する条例というものをつくって、既に総合的な

推進を図ってきていると。それを図る方法として、

ブロックごとに各部会を設けて、そこで中小企業者

の意見を吸い上げて、それをまた全体会議に持って

きて、その全体会議の中でオーソライズされたもの

を施策として沖縄県の事業に打ち込んでいくという

ような方法をとっておりますので、沖縄県が先行し

てやってきたものがやっと位置づけられてきたとい

う感じはしております。

○玉城ノブ子委員 今度の小規模企業振興基本法で、

小規模企業者の持続的な発展、それと従業員５人以

下のさらに小規模な事業者に対する支援を具体的に

市町村、地方自治体においてもその施策を展開して

いくということがかなり強調されているわけです。

これは大変重要な内容になっているので、そういう

意味では、特に沖縄県内の小規模企業、特に従業員

５人以下の小企業の実態を沖縄県でしっかりつかむ

ことが非常に大事ではないかと思うのです。

そういう意味では、事業者の皆さん方が一体どう

いう支援を求めているのか、そして、支援すること

を小規模企業の持続的な発展にどうつなげていくか

ということが非常に大事だと思っているのですが、

そういう意味でも、沖縄県内の中小業者の実態をよ

くつかむということが大事だと思うのです。そうい

う点での実態調査なりをちゃんとやる必要があるの

ではないかと考えるのですが、どうですか。

○下地明和商工労働部長 そういうものも含めまし

て、各部会で、北中南ブロックでそういう吸い上げ

作業をしながら、ことし新しい事業も仕組んであり

ます。地域ビジネス力育成強化事業というのですが、

その具体的な内容、今までどういう形で地域の意見

を吸い上げて、これをつくり上げてきたかというこ

とについて、中小企業支援課長から説明させます。

○新垣秀彦中小企業支援課長 実は先ほど商工労働

部長が申し上げた沖縄県中小企業の振興に関する条

例、その中においてそれぞれの支援機関の意見、も

しくは事業者の意見、そして北中南、宮古、八重山

の事業者等の意見を吸い上げているのですが、それ

とは別に昨年７月から８月にかけて、私のほうで本

島市町村の商工を担当する全課長、それと宮古、八

重山の担当課長と直接話をさせていただきました。

その中で、小規模事業者が持続的ではあるけれども、

なかなか発展性が弱いというところは、やはり委員

がおっしゃるように自治体の協力が弱いというとこ

ろで、今般、この地域ビジネス力強化育成事業とい

うものを仕込んでおります。それについては、当然

小規模事業者については、地域の市町村がどのよう

に施策を後ろ盾、バックアップしていくかというこ

とが重要ですので、この事業の中で総額１億円の補

助金がありまして、2000万円の５地域、この地域に

ついてはもちろん市町村、商工会、金融機関等の支

援機関、そして複数の事業者が参画してコンソーシ

アムを組んで提案してもらう、そういうところで地

域ブランドを活用した商品の開発、そこを沖縄県外、

もしくは海外に売っていくというスキームを提案し

ていただくのが１つのスキームと、もう一つ、５人

以下の小規模事業者になると人材育成なり、なかな

か経営戦略的な運営ができないというところがござ

いますので、沖縄県としては、昨年度、個人事業主

大体30者程度を対象にして戦略的経営管理の実効を

高めるような巡回指導、ハンズオン支援を―この事

業も公募になろうかと思いますけれども、展開して

いって、そういうものをモデル的に誘発して、各市

町村の小規模事業者の支援体制、もしくは事業者み

ずから事業を戦略的に展開していくというような形

を醸成していきたいと思っております。

○玉城ノブ子委員 私は、小規模企業振興基本法で

強調されているのは持続的な発展ということであり

ますので、やはり一時的な支援ではなくて、継続的

に事業が持続できるような支援をやっていくことが

必要だろうと思うのです。そういう意味では、皆さ

ん方の、今本当に必要としている支援が何なのかと

いうことを吸い上げていくことが必要だと考えます

ので、沖縄県でこの法の趣旨にのっとった小規模事

業者に対する支援を継続的に実施することができる

ような、そういう仕組みづくりをぜひやっていただ

きたいと考えます。

○下地明和商工労働部長 今、中小企業支援課長か

ら話がありましたように、各地域を回ってそういう

意見を吸い上げながら、どういったことをすれば継

続的な、持続的な経営に資することができるかとい

うことを、そのニーズを探りながら事業を仕組んで

いきたいと考えております。

○玉城ノブ子委員 ぜひそれは推進していただきた

いと考えます。

もう一つ、質疑を変えますけれども、総合就業支



援拠点機能強化事業というものがございますが、こ

の施設の目的、概要について説明していただけます

か。

○又吉稔雇用政策課長 泉崎の旧労働金庫本店跡に

設置して、さまざまな年代、さまざまな境遇の求職

者に対して生活支援から就職まで、あるいは定着支

援までワンストップで支援しているところが、現在

のグッジョブセンターおきなわでございます。この

事業は平成30年度に旭橋再開発地区へ移転して、ま

たいろいろな求職者のニーズに対応するために移転

してやっていこうという事業でございます。現在入っ

ています旧労働金庫本店跡は建物が老朽化もしてお

りまして、施設が狭隘ということで、より求職者へ

の支援を、機能を拡充するためには旭橋再開発地区

へ移転して、そこで対応していきたいということで、

今回この移転事業を提案しております。

○玉城ノブ子委員 いわゆるワンストップ就業支援

センターですよね。平成25年度、平成26年度の実績

はどのようになっていますか。

○又吉稔雇用政策課長 まず、平成25年度の実績で

ございますが、利用者延べ人数１万6808名、１日平

均利用者数が約69名になります。そのうち就職でき

た人、就職者数が815名となっております。さらに平

成26年度、まだ年度途中でございますが、平成26年

４月から１月末現在までの10カ月間の延べ利用者数

が１万7785名、１日平均利用者数を計算しますと約87

名、就職者数が982名となっており、１月末現在で既

に利用者数、あるいは就職者数とも平成25年度を既

に上回っている、利用者数も就職者数も増加してい

るという状況になっております。

○玉城ノブ子委員 これは、ワンストップで就業支

援をやっていこうということで、私たちが前から要

望していた施設でもあるのですが、やはり今、本当

になかなか仕事を確保することができない、生活す

るのに大変苦労しているという皆さん方の相談が

いっぱいあるわけですよね。そういう皆さん方がこ

の施設で、ワンストップで支援を受けることができ

るということは、非常に大きな役割を果たす施設だ

と思うのです。ですから、積極的に施設を活用して、

そういう皆さん方がちゃんと仕事をして自立すると

ころまで、一緒になって相談を継続して進めていく

ことが非常に重要になってくるだろうと思いますの

で、そういう意味では、ワンストップ支援センター

をもっと拡充して、沖縄県民の皆さん方の就業支援

に貢献していくことが非常に重要だろうと思うので、

皆さん方、そういう意味でのこれからの取り組みに

当たって、解決していかなくてはならない課題とい

うものは出ていますか。

○下地明和商工労働部長 今、雇用政策課長からも

お話がありましたように、施設の老朽化、狭隘化と

いうことで、御相談に来る皆様方のプライバシーも

なかなか守りにくいような古い狭隘な施設というこ

ともありまして、旭橋再開発地区に移転するときは

約3.7倍の面積、そして入り口もちゃんとプライバ

シーを確保できるようなことを考えた施設を想定し

ておりまして、そこできちんとしたケアをやってい

くということで、そういうこともありまして旭橋再

開発地区に移転して、平成30年度のそこでの再開と

いいますか、事業開始を目標に、今、取り組んでい

るところでございます。

○玉城ノブ子委員 そういう意味では、私は、沖縄

県がそういう施設を活用してやることと同時に、各

市町村段階でもそういう担当者を配置するというの

ですか、それも非常に重要ではないかと思うのです。

そこと市町村と連携して、この相談に乗っていくと

いう取り組みが重要ではないかとも思うのですが、

各市町村にそういう相談員を配置することについて

はどうでしょうか。

○下地明和商工労働部長 本来的に市町村の業務で

はないとは言えないのですが、そこまで負担させる

ボリュームも含めて、特に小規模市町村になってく

るといろいろ課題もあるだろうと思います。拠点拠

点にはこれほどの規模ではないにしても、できるだ

け連携が図れるようなことを、今、沖縄労働局とも

いろいろ調整しながら進めていますので、そういう

ものを活用しながら、さらに網を広げる必要がある

のかどうかも含めて、やはり所管する国とも相談し

ながら進めていきたいと思います。

○玉城ノブ子委員 これは大変重要な施策になって

いますので、ぜひ体制も強化して進めていただきた

いと思います。

では、正規雇用化企業応援事業、この事業の目的

と概要について説明していただけますか。

○又吉稔雇用政策課長 正規雇用化企業応援事業、

これも平成27年度新規事業で提案させていただいて

いるものですが、沖縄県は非正規雇用率が全国一高

いということで、その現状を踏まえて、非正規従業

員の正社員転換を図る沖縄県内企業に対し、従業員

を沖縄県内外の研修へ派遣する際の費用―旅費であ

るとか宿泊費の一部を助成して、沖縄県内企業の正

規雇用化の促進を図ることを目的としております。

具体的には、沖縄県内企業において、現在採用し



ている非正規従業員などのスキルアップや資格取得

等のため、沖縄県内外への研修へ派遣する際の費用、

これは研修期間に応じて額に限度があるのですが、

それを助成する内容になっております。従業員にと

りましては、正規雇用化が促進されるとともに派遣

研修によるキャリアアップが図られ、働きがいや定

着率の向上につながるのではないかと考えておりま

して、一方、企業にとりましては、中核的な人材を

育成できるということから、将来における生産性の

向上や企業の発展につながることが期待されると考

えております。平成27年度におきましては110名、非

正規から正規への正社員転換を目標としております。

○玉城ノブ子委員 沖縄県は非正規雇用が非常に多

いということで、我が党も代表質問で質問しており

ますが、これに対しても、沖縄県は非正規雇用の割

合が全国に比べて高いと。雇用の安定と所得向上の

ためには、非正規雇用対策が非常に重要だという認

識をしておられるということで答弁もございました。

そういう意味では、沖縄県内でも正規雇用率を高

めていく取り組みは非常に重要になっておりますの

で、やはり沖縄県内の事業者の中で非正規雇用を抑

えて正規雇用をふやしていくという、この取り組み

にもっと力を入れて支援を拡充していただきたいと

考えます。どうでしょうか。

○下地明和商工労働部長 本会議でも答弁させてい

ただきましたように、あらゆる事業を仕込んでおり

ます。今の正規雇用化も一つですが、沖縄県民とい

いますか、労働者が働きやすいワークライフバラン

ス事業でありますとか、あるいは人材育成を熱心に

して正規化して、それを戦力として使い、労働生産

性を上げながら労働者の所得アップにもつなげてい

くというような企業、いわゆる沖縄県人材育成企業

認証制度とか、いろいろ織り交ぜながら正規化する

ことが企業力のアップあるいは生産性の向上につな

がるということを、経営者の皆様にもいろいろ啓発

しながら取り組んでまいりたいと思います。

○玉城ノブ子委員 あと、文化観光スポーツ部です

が、ＭＩＣＥの件ですが、知事がカジノは誘致しな

いということで基本姿勢の中で述べておられますの

で、今度のＭＩＣＥの具体的な中身についてお聞き

したいのですが、ＭＩＣＥ誘致の目的と経済効果に

ついてお聞きしたいと思います。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 まず目的ですが、

現在、沖縄県内の既存ＭＩＣＥ施設であるコンベン

ションセンターの規模と機能の面から、増加傾向に

ある国内外の大型ＭＩＣＥの需要に対応できないと

いうことです。そして、機会損失の状況が生じてい

ることがまずございます。

また、これまで行われてきた会議においても、そ

の大型化によって他県への流出などの問題が生じて

います。こういうことから、既存ＭＩＣＥ施設の問

題を解決するとともに、沖縄観光の課題である１人

当たり消費額の増加、そして観光収入全体の引き上

げ、ＭＩＣＥは年間を通して行われるので平準化に

も効果があると言われておりますので、そういった

ことからＭＩＣＥ施設の建設を検討しているところ

でございます。

次に、経済波及効果ですが、うちのほうで昨年度

実施した調査の中で、新たな大型ＭＩＣＥ施設の建

設によって年間150件、そして参加者約77万人の来場

があると試算しております。その経済効果ですが、

消費額としては年間で約310億円、経済波及効果とし

て400億円、雇用創出効果として約5400人、あと税収

効果として県税で８億円、市町村で９億円という試

算をしております。

○玉城ノブ子委員 ＭＩＣＥ施設の基本構想の中で、

年間来場人数77万人という需要予測を立てておられ

ますが、本当にこれだけの皆さんが来るのかどうか、

これが過大な予測になっていないのかどうかという

ところを私たちは懸念するのですが、どうでしょう

か。

○前原正人観光振興課長 需要推計については、昨

年度策定した大型ＭＩＣＥ施設整備と街づくりへ向

けた基本構想、その中の整備手法でございますが、

基本的には、Ｍ、Ｉ、Ｃ、Ｅ、それぞれのイベント

ごとに関係団体に聞き取りをしまして、ヒアリング

の結果とか、あるいは国内外で行われている会議、

その一定程度が国内に今来ていますので、競合の都

市があります。そのうちの一部が沖縄県に流れてく

るという推計を積み重ねて、ただ、あくまでも推計

でございますから幅を持たせた形にして、低位、中

位、高位という形で推計をしています。

その調査報告書の中でシミュレーションしている

ものについては、その中の中位の推計という形でとっ

ております。この段階で今まだ場所も決まっていま

せんし、基本設計も決まってないので正確な収支の

シミュレーションはなかなか難しいですが、平成25

年度にこういうことをやったということは、まず運

営形態として民設民営が成り立つかということを先

に確認しようという形でシミュレーションしたとこ

ろ、やはり民設民営ではなかなか難しいと。公設民

営の場合であればという形でシミュレーションした



ものが、この報告書の中に載っているシミュレーショ

ンでございます。

○玉城ノブ子委員 需要予測との関係もあるのです

が、具体的に事業の収支想定で毎年２億2000万円の

赤字になるという想定がされている。それを沖縄県

が負担することになっているのですが、そのことを

懸念するのですが、今後の見通しとして、この２億

2000万円の赤字が黒字に転換していく見通しという

ものがあるのでしょうか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 ＭＩＣＥについ

ては、まず一般的には必ずしもＭＩＣＥ単体で収益

を上げるというものではなく、あくまでも集客力に

よって地域ににぎわいをもたらす、地域に波及効果

をもたらすというのがまず基本的な考えです。けれ

ども、では赤字になるのかというと必ずしもそうで

はなく、私たちも国内のＭＩＣＥ施設を調べてみま

すと、黒字になっているところもあれば、赤字になっ

てるところもあります。ただ、私たちとしては、沖

縄県は、いろいろ聞いていましてもＭＩＣＥの候補

地としては非常に有望だと。日本とも違うリゾート

的なＭＩＣＥが非常に見込めるということがござい

ますので、今後、建物をつくった後にいかにいいＭ

ＩＣＥ事業、プログラムをつくっていくかというこ

とにかかっているという、そこは精いっぱいやって

いきたいということと、もう一つは、次年度の事業

でＭＩＣＥ施設整備民間活用導入可能性調査という

ものをやります。その中で、民間が設計をし、施工

をし、維持管理をしていくという、その一連の取り

組みができるのかどうかという可能性調査をやりま

すが、その中で民間の力をかりて、いかに設計をす

ればいいのか、コストを抑えられるような維持管理

ができるのか、そこの部門を次年度しっかりと調査

を通してやっていきたいと思っております。

○玉城ノブ子委員 最後に、県立郷土劇場の建設計

画についてお聞かせいただけますか。

○大城直人文化振興課長 現在、県立郷土劇場にか

わる文化発信交流拠点ということで整備計画を進め

ています。国立劇場おきなわを中心とするエリアに

整備することは決定されています。建設場所につい

ては、現在、浦添市などの関係機関と調整を進めて

おります。

○玉城ノブ子委員 具体的に、これはいつまでに建

設場所は決まるのでしょうか。

○大城直人文化振興課長 場所については次年度

いっぱいに決定しまして、次年度基本設計、実施設

計に着手したいと考えております。

○玉城ノブ子委員 長年の皆さん方の要望事項です

ので、私たちも県立郷土劇場、今までずっと建設促

進をと訴えてきましたけれども、ぜひ頑張っていた

だきたいと思います。

○上原章委員長 儀間光秀委員。

○儀間光秀委員 商工労働部からお伺いします。雇

用対策推進費、前年度の当初予算から22億円ぐらい

減額になっているのですが、その理由をお願いしま

す。

○下地明和商工労働部長 平成27年度の雇用対策推

進費は18億7000万円余りとなっていまして、平成26

年度の40億1000万円余りと比較しますと、21億4000

万円余りの減となっております。その主な理由は、

緊急雇用創出事業臨時特例基金活用事業が約24億円

減額となったことによるものでありまして、この緊

急雇用創出事業臨時特例基金活用事業は、リーマン

ショック以降の厳しい雇用失業情勢を背景にしてつ

くり上げられたものでありまして、国が全国一律の

経済対策として交付した緊急雇用創出事業臨時特例

交付金を財源として基金を設置して、沖縄県内の失

業者等に雇用及び就業機会の創出、在職者の処遇改

善等を図る取り組みを実施してきたわけであります。

これが平成26年度に起業支援型地域雇用創造事業で

約６億円、５億9000万円余りですが、それに地域人

づくり事業で20億円、この２事業で25億9000万円余

りを計上しておりましたけれども、これが平成27年

度は起業支援型地域雇用創造事業が国の定める事業

期間の終了ということで終了したことと、地域人づ

くり事業が現在１億6850万円余りですが、これのみ

が平成27年度において実施になったということで、

ほぼ22億円が減になったということであります。

ただ、減額にはなったものの、国は違う対策とし

まして、補正予算以来話題になっている地域創生事

業を仕込んでおりまして、これで地域先行型と言わ

れるもので沖縄県で約９億円、それから市町村で約15

億円、計24億円の地域しごと支援事業というものを

引き続き実施させていただきますので、少し形態が

変わってきたということで御理解願いたいと思いま

す。

○儀間光秀委員 次ですが、航空機整備基地整備事

業、一般質問でもあったのですが、国との交渉がま

だ残っている部分があって遅延している、おくれぎ

みだということで、また、繰り越しに関しても今か

ら国と交渉して、今年度の部分を繰り越ししていく

ということですが、この事業は基本的に何年度まで

の事業ですか。



○慶田喜美男国際物流商業課長 航空機整備基地整

備事業につきましては、当初の計画では平成26年度

に実施設計と工事に着工という形をとって、平成27

年度末までに本体工事を完了する計画でございまし

たが、今回の補正で平成26年度予算は大半を繰り越

ししまして、最終的には平成29年度半ばの完成を目

指しております。

○儀間光秀委員 当初予算で約8900万円を計上され

ているのですが、その中で、委託料2300万円はどこ

にどういうものを委託していくのか。

○慶田喜美男国際物流商業課長 この委託料につき

ましては、繰り越しをした事由が、国土交通省との

調整の中で、当初基本設計で予定していた位置より

も若干西側にずれてしまった関係上、大幅に土地の

造成工事が必要になりまして、また、土砂の処分の

関係でそれをどこに運び出すかという問題が生じま

して、その関係で設計委託業務が終了せず、本体工

事にも着工できず、平成27年度に繰り越す形になっ

ております。

その繰り越した事業費の中に含まれていなかった

新たに発生する造成工事でありますとか、そういう

施工管理の委託費用を新年度予算に新たに追加して

計上しているということでございます。

○儀間光秀委員 もう一度確認ですが、設計変更と、

あと施工管理に対する予算ということで認識してよ

ろしいですか。

○慶田喜美男国際物流商業課長 そのとおりでござ

います。

○儀間光秀委員 引き続きですが、その事業の中で

使用料及び賃借料約5740万円を計上されているので

すが、その中身についても御確認をお願いします。

○慶田喜美男国際物流商業課長 使用料、賃借料は、

国が管理している那覇空港の中にありますので、基

本的には沖縄県が国土交通省から土地を借りて、使

用許可をいただいて格納庫を建設するというスキー

ムになっておりますので、この使用料につきまして

は、工事期間中の基本的な国土交通省に支払う土地

使用料になります。

○儀間光秀委員 次に、情報産業振興費、これも前

年度比で大分増額されているのですが、主にクラウ

ド基盤構築事業、あるいはアジア情報通信ハブ形成

促進事業が高額ですが、両事業の中身について御説

明をお願いします。

○仲榮眞均情報産業振興課長 この沖縄型クラウド

基盤構築事業、それからアジア情報通信ハブ形成促

進事業。これは前段の事業がうるま市に、今、整備

中のデータセンター、沖縄情報センターの事業でご

ざいます。そして、アジア情報通信ハブ形成促進事

業、これは御承知かもしれないですが、アジアと沖

縄、沖縄と首都圏を結ぶ国際海底ケーブルの事業で

ございます。

○儀間光秀委員 この沖縄型クラウド基盤構築事業

の箱物というのですか、それはもうでき上がってい

る状態ですか。

○仲榮眞均情報産業振興課長 今年度中の３月末の

完成を目指して、今、整備中でございます。今回の

平成27年度予算については、中にサーバーラックが

あるのですが、当初計画、100ラック需要が見込まれ

ているということで整備中でございますが、次年度

予算については、今、海底ケーブルの敷設計画もあ

りまして、センターの利用ニーズが非常に高まって

います。それに急に対応せざるを得ないという状況

になりまして、それで残り200ラックに対応する電気

設備とか空調設備を追加整備するという事業でござ

います。

○儀間光秀委員 その工事、海底ケーブルも含めて

ですが、工事請負費が21億円計上されている。この

工事費というものは、今、御説明いただいた予算と

いうことで認識はよろしいですか。

○仲榮眞均情報産業振興課長 この沖縄型クラウド

基盤構築事業については、内訳としては工事請負費、

今おっしゃった21億4000万円余り、それから工事監

理委託費400万円、あと事務費とかあるのですが、内

容は特別高圧受変電設備、そして非常用発電設備、

それから熱を持つものですから、これを冷やすサー

バー用の空調設備を新規整備する予算となっており

ます。

○下地明和商工労働部長 今の説明では少しわかり

にくかったと思いますので補足しますと、建物キャ

パシティは、300ラックあるキャパシティを建てたの

ですが、当初から満杯はしないだろうということで、

そういうサーバーを入れるものについては、当初100

ラック相当の受変電設備だとか、そういう電源設備

は100ラック対応分しか設備を同時に行っていなかっ

たと。ところが、あと200ラックも十分に使うという

急速な需要が出てきたので、急いで200ラック分に相

当する受変電設備だとか非常用発電機だとか、そう

いうデータセンターを維持するのに必要な工事を追

加で急いでやるということです。

○儀間光秀委員 急速な伸びがあって300にするとい

うことですよね。これ以上はもう今後の予測として

ないのですか。



○下地明和商工労働部長 詳しいことは情報産業振

興課長に説明させますが、海底ケーブルの話が出て

から、話はかなり多いようです。ですから、今後ま

だ呼び水として自治体で投資するのか、あるいは十

分に採算が合うということで民間投資が入るようで

あれば、当然、民間投資を引き込むという流れになっ

ていくと思っております。

○儀間光秀委員 文化観光スポーツ部にお聞きする

のですが、観光宣伝誘致強化費の中のリゾートダイ

ビングアイランド沖縄形成事業について御説明をお

願いします。

○前原正人観光振興課長 リゾートダイビングアイ

ランド沖縄形成事業でございますが、これは平成24

年度から今年度まで実施しております沖縄型リゾー

トダイビング戦略モデル構築事業の後継事業としま

して、2743万円を計上しております。この３年間の

戦略モデル構築の取り組みを踏まえまして、国内ダ

イビング客の安定的な確保はもとより、インバウン

ド客のさらなる拡大に向けた受け入れ体制の強化を

図っていきたいと考えております。

具体的には、継続的なダイビング業界の市場に関

する動向調査、それから経営力、サービスレベル向

上のためのワークショップ、さらにダイビング事業

者、団体等の情報交換の場づくり、それからダイビ

ング総合情報ポータルサイトによる情報発信などを

考えております。

○儀間光秀委員 沖縄型リゾートダイビング戦略モ

デル構築事業の後継事業ということですが、平成24

年度から今年度までの実績をお願いいたします。

○前原正人観光振興課長 沖縄型リゾートダイビン

グ戦略モデル構築事業は、平成24年度から今年度ま

での３年間で、平成24年が5863万8000円、平成25年

が2631万円、平成26年が4935万4000円、トータルで

１億3430万2000円となっております。平成24年度の

事業内容ですが、外国人ダイバーの受け入れ構築に

かかる調査研究、市場調査をまず行いました。さら

に海外事業者へのヒアリング、海外の現地ダイビン

グ事業者、政府官公庁等へのヒアリングを実施して

おります。さらに、海外ウエブサイトの調査、地元

沖縄県のダイビングガイドの人材育成、ダイビング

外国語の支援会話シートの作成、ウエブサイトの構

築、これは中国語、英語、韓国語版というものが平

成24年度の事業です。これによりまして、成果とし

ましては受け入れ体制にかかる課題抽出、あるいは

先進地調査によって課題や先進事例の聴取ができて

おります。さらに地元のダイビング事業者から要望

の強かった外国語対応ツールの作成、人材育成、情

報発信等にも着手しております。

平成25年度、基本的にはその事業を継続しながら、

さらにインバウンドの誘客を視野に入れた経営基盤

強化に関するセミナー等を追加しております。また、

合同での潜水訓練というものも平成25年度に実施し

ております。成果としましては、安全面、経営面、

それから地域の連携面の対応力の強化につながった

ものと考えております。

平成26年度でございますが、今年度がこの事業の

最終年度でございますので、受け入れ体制整備のた

めの基本戦略の取りまとめをいたします。それと並

行しまして、外国人ダイバー受け入れ実態調査とい

うことで、沖縄県内のダイビングショップを直接訪

問しましてのヒアリング調査を実施しております。

経営者の支援セミナー等の人材育成セミナーは引き

続き開催しております。

平成26年度のもう一つ大きな特徴としましては、

国際ダイビング博覧会―ＤＲＴというものを開催し

ております。これは、アジア各国からお客様、それ

からダイビング事業者を誘致して行った国際的なダ

イビング博覧会となっております。

○儀間光秀委員 この事業はどういった形態で委託

していくのか。

○前原正人観光振興課長 基本的には、毎年度事業

公募という形で公募をいたしまして、事業者の方々

に企画提案をしていただいて、その中から選定して

いくという方法をとっております。

○儀間光秀委員 平成24年度、平成25年度委託を受

けた企業体あたりが必ずしもうまくいっていないと

いうお話もお聞きしたこともあるのですが、今後公

募するに当たり、注意点とか、また過去の検証結果

を踏まえて注意するべき点とかがあればお聞かせく

ださい。

○前原正人観光振興課長 沖縄県内のダイビング事

業者の特徴として、非常に零細な事業者が多いとい

うことがございます。それを取りまとめる団体につ

いても複数あるのですが、どちらかといいますと安

心安全というところを特化した形の団体になってい

まして、必ずしもプロモーションとか海外からのお

客様に対する対応とか、そういったところを目的と

してまとまったようなところがこれまでなかったも

のですから、この事業を実施するに当たり、沖縄県

でも業界に対して、横串を通すような団体をつくれ

ないかということで働きかけを行っております。そ

の結果、事業者の中で、沖縄県リゾートダイビング



事業連合会というものが立ち上がりました。平成24

年度､平成25年度の事業については、この企業体もＪ

Ｖの一員として、公募の結果、受託しています。た

だ、平成26年度の公募の際には、組織を取りまとめ

ていた中心的なメンバーが抜けてしまうなどの組織

内部の問題がありまして、平成26年度はこの事業者

からの応募はございませんでした。ただ、昨年12月

に一般財団法人化という形で組織も強化したという

ことでございますので、この事業の後継事業も―い

ずれにしても公募という形になるのですが、事業実

施に当たっては地元での人材育成であるとか実態調

査であるとか、やはり地元のそういった団体の協力

は欠かせないものですから、何らかの形でこういう

団体を関与させて、育てていきたいと考えておりま

す。

○儀間光秀委員 今、答弁にもあったように、業界

というものは零細企業が多くて、沖縄県公安委員会

に約900事業所が届け出て、沖縄県公安委員会の中で

約70業者が優良事業所ということでやっていると。

届け出をやっている割には、余りにも優良事業所が

少ないというのがこの業界の実態だと思います。

私の周りにもいろいろダイビング関係、マリン関

係の仕事をやっている方がいて、この間もお話しす

る機会があったのですが、とにかくシーズンのとき

に来て、アパートの１部屋とかを借りてオープンさ

せて、シーズンが外れたらもういなくなっていると

か、これが実態ということです。私の知り合いの

ショップも優良事業所と公安委員会から言われてい

るようですが、この組織というのですか、ダイビン

グ協会みたいなものが幾つもあって、この事業所も

どこにも加盟していないと。そういう実態で保険も

掛けていない事業所もあることにびっくりして、観

光立県を目指す、観光で来てダイビングをやるのも

観光客は6.6％ぐらいですかね。そういった意味では、

万が一があったときに保険を掛けていない事業所の

ところでダイビングをしていたら、これは沖縄県に

とっても大きなデメリット、大きな汚点になると思

いますので、今後この事業を公募していく上で、そ

の辺も事細かくチェックをして、添付資料をつける

とか、そういった細かいところまで目配りをしない

といけないと思うのですが、その辺のことについて

何かございましたら。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 今おっしゃるよ

うに、沖縄県のダイビングというものは、沖縄県の

海、あとサンゴとか生物とか、そういったものが非

常にすばらしいということで、沖縄県の重要な観光

資源になると思っています。ですから、私たちも観

光商品としてその認知度を高めていきたいと、そう

いうプロモーションに取り組んでいるところです。

その中で大事なのがやはり安心安全です。そこで事

故とかが出てくると、一気に沖縄県の観光イメージ

がダウンしますので、私たちが今、取り組んでいる

この事業も、そういった沖縄県の魅力というものを

どう本土、そして海外に広めていくか。そして安心

安全なダイビング環境をつくっていくかという目的

で行っていますので、委託する際にはもちろん安心

安全でもありますし、沖縄県の観光業界が一体となっ

てプロモーションしていく、取り組んでいくという、

沖縄県の政策と一致する、沖縄県の考え方をよく理

解している業者、そして団体がたくさんあります。

その団体を取りまとめられる、そしていろいろな零

細な業界からも参加をして登録していただけるよう

な、そういう受託先が選定できるような方法はしっ

かり取り組んでいきたいと思っています。

○儀間光秀委員 実際に海に潜る事業では一部ある

のか、提案型だと思うのですが、そういう企業が恐

らく何社か企業体を組んで応募してくるかもしれま

せんし、単独で来る企業もあるかもしれません。そ

ういった意味では、この事業所を本当にチェックし

て、恐らく年間何百万円から何千万円かかるかもし

れません。そういったものをきっちりやっている事

業所という担保の意味でも、チェックは怠ることな

くやっていただければと要望して、終わりたいと思

います。

○上原章委員長 具志堅徹委員。

○具志堅徹委員 琉球王国の文化遺産の集積にかか

わる事業は文化振興課ですか。沖縄県の文化遺産、

ここの事項説明にもあるように、戦災で失われたり

したということもあるのですが、戦災でアメリカ本

国に渡った沖縄琉球の文化財、あるいは備品、万国

津梁の鐘もそういうことで戻ってきた作品だと思う

のですが、こういう作品が戻ってくるということは

非常に大事なことだと思うのです。

そこでお聞きしたいのは、少しこれでは予算が足

りないのかなということも含めているけれども、そ

れぞれの文化遺産などの収集、集積というものはど

のような形で事業が進められるのかについて、少し

イメージがわかるように説明していただければ。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 今、海外に散逸

している文化財については、以前に教育庁でいろい

ろと調査しております。ここでやろうとしているこ

の事業はそれとは別で、海外に持ち出された文化遺



産を沖縄県に持ってくる事業ではなく、これは何を

言っているかといいますと、沖縄県は王国文化を持っ

ている唯一の都道府県だということで、戦後69年で

戦災によって失った８分野のティーワジャというも

のがあるわけです。ティーワジャというのは、琉球

王朝時代の貝摺奉行所というのがあって、そこで８

分野でいろいろと行われたものがあるのですが、絵

画、木彫、三線、漆器とか、そういった失われたも

のがまだ海外にも幾つか調査して、調べる根拠のも

のがありますので、そういったものを調べていって、

それを復元する。レプリカをつくっていく、レプリ

カをつくる中で技術を習得する、もしくは人材を育

成して、それを博物館でまた展示をして、皆さんに

お披露目するというような事業でございます。

○具志堅徹委員 どんなことかとイメージがよく見

えなかったものですから、わかりました。そういう

ことであればまた話が違うと思っているのですが、

例えば、名護市で博物館、美術館を新しく移転しよ

うということになっていて、直接皆さん方には関係

ないと思うけれども、財産のやりとりで名護市のも

のが七、八年ストップしているのです。そういう地

方の各自治体の博物館、美術館に対する援護するよ

うな手立てというものは、こことは全く関係ないの

かな。この事業と、そのほかにあるのかどうか。

○大城直人文化振興課長 博物館は教育施設になっ

ていますので、基本的には教育庁の事業です。とこ

ろが、私ども文化観光スポーツ部に博物館・美術館

がございまして、現在、北谷町で博物館の建設を計

画している中で、検討委員で私が去年から参加して

おります。その程度の支援でございます。

○具志堅徹委員 そうすると、やはりイメージが違っ

ていたのですが、名護市で今つくろうとしているも

のと、皆様方は直接関係がないということですね。

あと、名護市で住宅リフォームが実施されて市民

に喜ばれて、今やろうとしているのは、商店街の店

舗を改修してというのが各県でもあるみたいで、そ

れを各市町村で受け入れて、そういう店舗のリフォー

ム等について具体的な予定はないか。

○下地明和商工労働部長 商店街等の振興という形

ではやっておりますが、一つ一つの店舗に対する対

応というものはやっておりませんけれども、恐らく

こういうものに関しては、空き店舗対策のような形

で各自治体でやっているかと思いますので、そこら

辺とのコミュニケーションもとっていただければと

思います。

○具志堅徹委員 群馬県の高崎市で、さっきの住宅

リフォームを前進させて商店街のリフォームという

ことで予算を組んできたら、それが予算の何倍かに

経済効果を発揮したということで、群馬県の高崎市

やその他の市町村で、今、言う商店街を対象にした

形でやっているみたいなので、その辺について少し。

○下地明和商工労働部長 どういった事業でできる

のか、各市町村が企画提案なり、あるいは商店街と

話をした上で持ってきた場合に、これは例えばの話

ですが、それを今言う沖縄振興一括交付金のソフト

事業で商店街の活性化ができるのかどうかも含めて、

いろいろ御相談させていただきたいと思います。

○上原章委員長 砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 商工労働部、新分野海外展開支援

事業が新規で出されていますが、これはどういう事

業ですか。

○金良実産業政策課長 この新分野海外展開支援事

業につきましては、今、ＩＴサービス業の分野が今

後アジアにおいて需要の拡大が見込まれるというこ

とで、沖縄県内企業においてもアジアの需要を取り

込むべく、海外ビジネスを担う人材を積極的に育成

しているところなわけですが、こうした動きを捉え

まして、これまで海外展開を支援してきた県産品、

食料品でありますとか工業製品に加えて、ＩＴサー

ビス業の新分野も海外展開の支援をやっていきたい

ということで、具体的にはマーケティング会社であ

りますとか消費者等に公募、提案していただきまし

て、事業委託しまして、新規に海外展開をやってい

こうというような企業に対して、海外での市場調査

でありますとか取引先の確保、プロモーション活動、

そういったものをハンズオン支援していこうという

ような事業であります。

○砂川利勝委員 これは大体何社ぐらいを予定して

いるのですか。

○金良実産業政策課長 ８社程度予定しておりまし

て、１社当たりの補助想定額としては300万円程度を

予定しております。

○砂川利勝委員 これは全県的な対応で考えていい

ですか。

○金良実産業政策課長 そのとおりです。

○砂川利勝委員 また新しい分野ですので、ぜひしっ

かりやってください。

次に、おきなわ型グリーンマテリアル生産技術の

開発の説明をしていただけますか。

○古堅勝也ものづくり振興課長 おきなわ型グリー

ンマテリアル生産技術の開発について、当事業は、

県産の未利用資源、主に糖蜜等を活用した生分解性



プラスチック等の中間原料を沖縄県内で生産する実

証研究と、その用途開発のための調査研究を行うも

のであります。近年、地球温暖化問題に対応しまし

て、バイオマス原料として環境負荷の低い素材開発、

例えば、バイオエタノールとか植物性のプラスチッ

ク原料がありますけれども、トウモロコシ、サトウ

キビの可食性農産物の原料を使用していることから

農産物価格の高騰を引き起こす問題となっており、

非可食性、可食度の低い農産廃棄物を使っての素材

開発が必要となってきております。

沖縄県工業技術センターでは、このほど沖縄県産

の未利用資源である糖蜜を使った中間原料を生産す

る技術開発に成功しております。そこで、沖縄県産

の未利用資源の有効活用につなげるために、生分解

性プラスチックを初め医薬品原料、研究試薬、健康

食品等の幅広い応用ができるため県外大手企業も興

味を示しており、この中間原料を使用した新素材開

発を行う企業誘致も期待できると考えております。

当事業では、現段階では研究レベルであり、当該

技術を実用レベルに持っていくための実証研究を行

うとともに、より高付加価値を目指した用途開発の

ための調査研究を行い、平成31年度以降の実用化を

目指しております。

○砂川利勝委員 糖蜜を利用するというのは、場所

はどこでやるのですか。

○與座範弘工業技術センター所長 実証研究につき

ましては、当センターで規模を拡大しまして実証試

験を行う予定でございます。

○砂川利勝委員 当センターというのはどこですか。

○與座範弘工業技術センター所長 沖縄県工業技術

センターでございます。

○砂川利勝委員 これから新しい事業ということで、

利用する量、そういうあらましのものはわかるので

すか。このぐらいの量を使って、どのようにしよう

という計画みたいなものはありますか。

○與座範弘工業技術センター所長 これも含めまし

て、事業の中で用途開発を調査して、例えば生分解

性プラスチックですとか、医療、健康食品などへの

用途開発に関する調査を含め、また、実際使われる

量についても調査を行う予定でございます。

○砂川利勝委員 サトウキビからのでいいですよね。

しっかりそういう資源を有効利用して、いいものを

つくってほしいと思います。

商工労働部の最後、各業種の人材育成についてど

ういう考え方があるのか、答弁していただきたいと

思います。

○又吉稔雇用政策課長 各業種の人材育成でありま

すが、沖縄県も各部局、それぞれの分野、土木であ

りますれば、その人材育成は土木建築部の分野で、

看護であれば保健医療部、あとは保育とかであれば

子ども生活福祉部、農業であれば農林水産部の人材

育成、それぞれの分野で人材育成は所管していると

ころだと考えております。

○砂川利勝委員 そうであれば、商工労働部ではど

ういうことをしているのですか。

○又吉稔雇用政策課長 各業種で、現在いろいろな

分野で人手不足の状況があるわけですが、沖縄労働

局の資料によりますと、どのような業種、業界が人

手不足の状況にあるかといいますと、例えば介護が

―有効求人倍率が高ければ人手不足と考えておりま

して、介護業界が0.97倍、看護業界が1.64倍、保育

業界1.23倍、建設が0.69倍、コールセンター1.88倍、

あと接客、給仕1.37倍などというような高い有効求

人倍率となっております。その中で、特に建設業の

中でも建築、土木、測量技術者は1.58倍とか、鉄筋

型枠工、とび職などは1.04倍とか、高い有効求人倍

率になっておりまして、人手不足という状況にあり

ます。

こうした人手不足分野の人材確保を支援するため、

沖縄県では昨年８月に沖縄労働局と連携しまして、

経済団体等に対し、人手不足分野における雇用環境

の改善及び正規雇用拡大について要請を行ったとこ

ろであります。そのほか、雇用環境の改善、正規雇

用化の拡大を図るため、人材育成認証制度や若年従

業員の定着を支援する若年者定着支援実践プログラ

ム事業、あるいは緊急雇用基金を活用して鉄筋・型

枠基礎技能工育成マッチング事業、これは土木建築

部で実施しておるわけですが、そういう事業とか、

同じく基金を活用して保健医療部で潜在看護師の再

就職支援事業などの人材育成事業をやっている状況

であります。

○砂川利勝委員 各分野でそのような努力をされて

いることは評価できると思うのですが、先島におい

てこれまでいろいろと―専門学校もないし、技術訓

練校もないと。そういった中で技術者を育てていく。

もちろん地元で勤めればそこでできるのですが、例

えば、本土に行ってしまえばそこのほうが給料が高

くて島になかなか戻ってこないと、そういう現実が、

今、発生しているのです。そこでどのような手が打

てるのか、皆さんの考えを聞かせてください。

○下地明和商工労働部長 先ほど雇用政策課長が答

えましたけれども、恐らく委員が求めていたのは、



沖縄県が、商工労働部は何をしているのという部分

については、浦添とか具志川の訓練校で、職業能力

開発校で求人の多い、あるいはニーズの高い、そう

いった高い技能分野に対して、沖縄県として職業能

力開発校で職業訓練をしていることが１つと、もう

一つは、ＩＴとかＯＡとか、そういったものについ

ては専修学校等を使って、民間訓練委託という形で

次の仕事につなげる訓練をしております。

今、委員おっしゃったように、石垣もしかりです

し、宮古、久米島とか、もっと小さい離島に行きま

すといろいろありますけれども、あそこにおいては

そういう機能がないのではないかということであり

ます。確かに、そこについてはどういう形でそうい

うものをやっていくのか、ＯＡとかＩＴとか、ある

いはほかの出張で行って訓練できるような、委託で

できるようなものについては今までも少しずつさせ

ていただいておりますが、１年間とか、ある程度長

期間に及ぶ訓練が必要なものについて、なかなか手

が回ってないのが現状でございます。

我々としては、きちっとしたニーズ把握がまだで

きておりませんので、できるだけ石垣、宮古、少し

規模の大きいところから手始めにニーズ把握をしま

して、その地域にそういった機能をどっかりと置い

てやるのか、あるいは―これはまだジャストアイデ

アのレベルで聞いていただきたいのですが、学校に

来てもらう、支援をすることによって、そういう要

件が満たせるのかを含めて、調査も含めて研究させ

ていただきたいと思います。

○砂川利勝委員 やはり技術職というものは、枠を

広げてでも募集をしてしっかりと育てていく。もち

ろん先島でできなければ、当然人員をふやしながら

育てていかないと多分厳しいと。今、先島も含めて

ブロードバンドが全部つながりますよね。ああいっ

たものは、どこにいようができるのです。ただ、技

術職というものは、やはりその技術の人が来ないと

できないという状況。だから、そこの部分はしっか

り力を入れていかないと解決できない問題だと思い

ますので、しっかり対応していただきたいと思いま

す。

次に移ります。外国人観光客の受け入れとか、通

訳について書類をもらったのですが、まさかこんな

に早く来ると思わなかったので部屋に置いてきたの

ですが、いろいろすごく対応されています。通訳を

募集したり、受講生をふやしたりとか、いろいろな

面で対応しております。この点については大変評価

できると。今後も多分、石垣には通年通してクルー

ズ船が寄港するようになると思うのです。今、新し

いパイヌ島という埋立地にクルーズ船がつけるよう

なバースを整備していますので、年間通じて多分来

るでしょうと。そういった中で、やはり数も必要に

なってくるだろうし、また、ＡＴＭも石垣空港に設

置されていると。それで新しいバースができて、多

分受け入れのターミナルもできると思うのです。そ

れができたときにも、そこにも―お客さんが一番来

るのは船で来ますので、その対応も重ねてお願いし

たいと思っていますので、ぜひ導入を市と調整して

やっていただければと思っています。

通告はしていなかったのですが、プロ野球があり

ますよね。公式戦、セ・リーグが奥武山、沖縄セル

ラースタジアム那覇でやっていますよね。沖縄県に、

今、９球団来ていますよね。それで、パ・リーグの

公式戦をぜひ誘致してほしいなと。それはどこでやっ

てほしいかというと、やはり中部ですよね。那覇市

でセ・リーグをやったら、中部でパ・リーグをやっ

てもらいたいなと。それはなぜかというと、私たち

の石垣市にも千葉ロッテマリーンズが来ているし、

久米島町には東北楽天ゴールデンイーグルスが来て

いるし、要は、セ・リーグは沖縄セルラースタジア

ム那覇でいいと思うのですが、パ・リーグはやはり

中部の人たちも、そういうのをさせるということは、

見に来る人も那覇近郊の人は多分見に来ると思うけ

れども、そういうことをやることによって、いろい

ろな応援している方々の、やはりキャンプで来てお

世話にもなっているし、そういった意味では応援し

ているメンバーを見たいと思うのです。やはり練習

と公式戦は全然違いますので、ぜひともパ・リーグ

の試合も。そうすると石垣市からも多分来るだろう

し。どうですか、文化観光スポーツ部長、提案です。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 私たちも今、ス

ポーツアイランド沖縄ということで、サッカー、野

球、さまざまなもののキャンプ誘致に取り組んでい

ます。去年、日米野球の誘致にも取り組みました。

ということで、キャンプについても９球団が沖縄県

で、今、キャンプをやっていますが、できるだけ沖

縄県で数多くの公式戦ができる取り組みをやってい

きたいと思っています。やはり先方がどういう支援

を求めてくるのか等々もありますので、その辺は調

整しながら、できるだけ誘致できるような形で取り

組んでいきたいと思っています。

○上原章委員長 座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 余り通告していませんが、飛び

飛びになりますことを御勘弁ください。



まず、大きく地方創生国家戦略の中で、今、沖縄

県が何をもって取り組もうとしているのか、商工労

働部、文化観光スポーツ部の全体の取り組みについ

て、よろしくお願いします。今回の予算もあわせて

いいですよ。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 地方創生、今回

の事業は２つの分野に分かれています。１つは地域

消費喚起・生活支援型というものと、もう一つ、地

方創生先行型という２つに分かれています。この地

域消費喚起・生活支援型というものは１年限りのも

ので、地方創生先行型については数年続くという事

業になっております。その地域消費喚起・生活支援

型については、うちのほうでは沖縄観光うとぅいむ

ち旅行券事業ということで、これは沖縄観光の弱い

部分―ホテルであれば平日、あとは離島とか、もし

くは年間でのオフシーズン、そういったところに沖

縄県での旅行を楽しんでいただけるような仕組みづ

くりを、今、考えておりまして、その中で宿泊券と、

あと観光施設利用券を中心に発行することを考えて

います。そういったことを通して、もう一体験の通

過的な観光を楽しんでいただく、そして観光の裾野

を広げていくような取り組みをこの中で実現したい

と思っています。

そして、もう一つが伝統芸能公演等鑑賞促進事業

というものでありますが、これは沖縄県の伝統芸能

をもっと沖縄県民に楽しんでいただこうと。そうす

ることによって、沖縄県民が初めて見ることによっ

てその楽しみを理解できるだろうということで、そ

れに対する支援も、クーポン発券も行っていきたい

と考えています。

それから、地方創生先行型事業、これも今、うち

で全体で４本考えています。これは基本的な考え方

を観光という視点で……。

○座喜味一幸委員 これはわかった。これは補正予

算絡みだからオーケー。

今のものを向こうが調べている間に、今の中で、

離島に関して今後どのような展開をしていこう、地

方創生は地域の定住化、中山間、過疎地域の定住化

が非常に大きな案件になっていまして、この部分は、

今後、沖縄県として、今言っている離島の振興等々

は戦略としてつくっていくだろうけれども、その辺

の取り組み状況、考え方を。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 私たちとしては、

やはり沖縄県の観光を今後も持続させるという意味

では、本土もしくは海外といかにして差別化を図る

かということが大事だと思っています。そういった

意味では、離島も一つ大きな観光資源になると思っ

ています。あれだけ自然がしっかり残っているとい

うことは、本島と比べても離島はまだまだきれいな

ものが残っていますので、その離島の観光資源とい

うものをしっかり使っていきたいと思っています。

もう一つの視点で、やはり観光については量でな

く質ということもあります。質ということもありま

すが、もう一方ではエリアを広げていく、沖縄県の

隅々の地域、そしてさまざまな産業がもうかる仕組

み、お金が落ちていく仕組みをつくらないといけな

いと思っています。そういった意味でも、やはり離

島については、例えば今の離島を周遊する旅行商品

づくり、もしくは海外、本土からの直行便、あとク

ルーズ等々でいろいろと取り組みを強化していきた

いと考えています。

○座喜味一幸委員 もう一点ですが、今言っている

中で、小規模離島まで含めた宿泊券等の制度づくり、

これは地方創生の中で私は非常に大事なことだと

思っているのですが、体験教育、修学旅行等も含め

て離島に対する宿泊券等のフォローアップは大変重

要だと思っておりまして、今後、その辺に対して、

部としてどのような取り組みをしていくのか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 この部分で非常

に難しいところがあって、今、うちのほうで、例え

ば離島に幾ら、あとは本島に幾らとか、そういう予

算ですみ分け、区分は特に持ってはいません。今思っ

ているのは、うちのほうで委託仕様書をつくります。

委託仕様書の中でのポイントは、先ほど話したとお

り閑散期対策、そしてあと平日、あと離島等、幾つ

か沖縄県の施策というか、観光のウイークポイント

を補うような商品づくりについて、提案公募型で民

間に募集します。募集する中で、いい取り組みのクー

ポン発行事業が出てくれば、それを採択して支援を

しようというのが今の方針でございます。

○座喜味一幸委員 それともう一点、宮古空港のＣ

ＩＱ、平成28年度供用と当局から答弁をいただいて

いるのですが、今回の沖縄観光国際化ビッグバン事

業、これで新石垣空港、那覇空港、那覇港を含めて

の戦略を立てている。そういう中で、宮古空港も含

めた一つの海外戦略というか、国際化、ビッグバン

というものが当然あるべきだと私は思っているので

すが、今回の事業概要と今後の取り組みについて、

少しお話を聞かせてください。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 沖縄観光国際化

ビッグバン事業は、特にどこのポイントでやるとい

うことではなく、全体的に海外からの誘客を支援し



ていくような事業でつくっております。ですから、

当然、本島も離島も含めて誘客はやっていく予定で

す。例えば、せんだっても宮古島市、あと一般財団

法人沖縄観光コンベンションビューロー、そして沖

縄県が一緒に、例えば韓国に行ってプロモーション

をして、宮古への誘致にも取り組んできたところで

す。

○座喜味一幸委員 もう一点、少し関連するけれど

も、離島観光活性化促進事業というものがあります

ね。これについても少し取り組みを教えてくれませ

んか。特に離島国内チャーター便支援を中心にお答

えいただければありがたいと思います。

○前原正人観光振興課長 離島観光活性化促進事業

でございますが、事業費が昨年度は２億9944万7000

円、ことしは3600万円余り増額をいたしまして３億

3605万7000円となっております。この主な内容とし

て、今、御指摘のありました離島空港との航空路の

開設、チャーター便の支援というものがあります。

これは本土から離島へチャーター便をする際に、

チャーターする旅行社に対して助成をするものです。

今年度はＦＤＡ、フジドリームエアラインズのチャー

ターが実績として残っておりますが、引き続きそう

いう離島空港の活用を促進するために、事業展開を

していきたいと考えております。それ以外に、離島

観光プロモーション委託費ということで１億7000万

円、これはＯＣＶＢを通じて離島のプロモーション、

航空会社との連携のプロモーションでありますとか、

あるいは公共交通広告、情報発信ツール、それから

離島観光コンテンツフェアを東京都で行っておりま

すが、そういったものを開催しております。そのほ

かに離島観光基盤強化ということで、八重山、宮古、

石垣での観光協会連携プロモーションということで、

八重山でしたら八重山ビジターズビューローに委託

をする、あるいは宮古でしたら宮古観光協会、久米

島も久米島町観光協会に委託する形で、現地の観光

協会でプロモーションの事業を仕立ててもらうとい

う形で事業費を入れております。

○座喜味一幸委員 地元の観光協会の手づくりのメ

ニューをつくるのも大事ですが、観光協会に金が出

ているのは非常にありがたいと思っております。

それから、離島チャーター便の誘致に関する、先

ほどＦＤＡの話が出ましたが、どういう形でこれが

どこにお金が行って、どういう計画で誘客されてい

るのか、その辺はどうですか。

○前原正人観光振興課長 基本的には、航空会社と

旅行社の間で商談をしてもらって商品をつくってい

ただくというところが基本で、そこに対して沖縄県

が助成を行うところですが、旅行社に対しても、あ

るいは航空会社に対しても、常に沖縄県としてはこ

ういう離島直行便の商品をつくってほしいという働

きかけをしております。

○座喜味一幸委員 ちなみに、１人幾らぐらいにな

りますか。

○前原正人観光振興課長 １人5000円の助成をして

おります。

○座喜味一幸委員 文化観光スポーツ部長、今、宮

古も韓国からのチャーター便だとかが入ってて、ゴ

ルフ場もとれなくて地元のゴルファーは悔しがって

いるのですが、大いに結構なことだと思うのですが、

国際空港が開設されるに伴って、石垣の国際空港、

宮古の国際空港、そして那覇の国際空港という３つ

のエンジンを活用していくことが大事でありまして、

1000万人を目標とすると、那覇空港で全てがおりて

那覇空港から帰るとなってしまうとパンクすると思

うのです。そういう意味で、離島分散でのローテー

ションを組む必要があると思うのです。そういう中

で飛行機の便数、座席数の確保が観光客の増だとい

う簡単な言い方をよくされるけれども、国際空港が

できて、石垣―台湾を行っていたのが最近採算が合

わなくて少し尻込みしている。韓国からのチャーター

便も最近８便ぐらい飛んだけれども、それも採算の

面で非常に厳しいという部分にすると、これは航空

便の飛ばし方ですよ。要するに、石垣と那覇をトラ

イアングルできるか、韓国、宮古、那覇をトライア

ングルできるかというような、これは土木サイドの

空港課との関連があるけれども、そういうものに対

して積極的に働きかけていく。そのことが、商品開

発の話が今ありましたけれども、外国の商品開発を

するにしても、フライトの融通が非常に重要だと聞

いているのです。ＨＩＳが今回、宮古のゴルフツアー

を組んだけれども、そういう目に見えない形でのルー

ル化、飛行機の弾力化というものが、私は商品開発

にとって極めて重要だと認識しているけれども、こ

れはほかの所管の話だと言わずに、どうでしょう、

文化観光スポーツ部長。これは一生懸命働かないと

いけない話だと思います。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 私たちも今、例

えば航空会社、あとクルーズ会社、いろいろとプロ

モーション、もしくは誘致のために船会社、航空会

社を訪ねるごとに聞いているのは、どうすれば沖縄

県に飛んでくれるのか、さまざまな意見を聞いてい

ます。そういった中で、今、お話にあったようなこ



とも提案しながら、向こうとして採算がとれる搭乗

率、通常であれば６割か７割ぐらいの搭乗率がなけ

れば採算がとれないということですので、その搭乗

率が上がるためにどういう仕組みをとればいいのか、

そのあたりは航空会社とも意見交換しながら、向こ

うから出た意見で必要であれば、うちのほうでも積

極的な支援を検討していきたいと思っております。

あと１つだけ、今思っているのは、宮古で、今回、

伊良部大橋が開通しました。開通して、ＡＮＡが関

西国際空港から宮古へ直行便を飛ばすということで

す。これが６月から９月だったと思います。期間運

航ではあるのですが、やはりこれを年間通しての運

航に持っていく、いわゆる６月、７月、８月、９月

という、この間をいかにして搭乗率を高めて、今後

も行けるというデータをＡＮＡに示すかということ

が大事だと思っていますので、うちとしても、今、

内部で話しているのは、関西地区に対する宮古のプ

ロモーションにもう少し力を入れて、搭乗率が上が

る仕組み、安定運航できるような仕組みをつくって

いこうということで取り組んでおりますので、そこ

も力を入れて頑張っていきたいと思っています。

○座喜味一幸委員 これも大事なことでして、あり

がとうございます。

それともう一点、航空機の離着陸料、県空港管理

だけれども大分低減はされております。けれども、

もう一つ、ＬＣＣ航空をもう少し積極的に導入して

いく。宮古の４万人の観光客の増は、計算するとス

カイマーク、ＬＣＣの働いた部分が全く増だと私は

分析をしているのですが、この離島生活コスト低減

事業あたりにしても企画部がやっているのですが、

このＬＣＣ航空等に対しても参入しやすい仕組みづ

くり、特に観光客の増加にとっては格安航空の参入

というものが非常に重要であって、空港の離着陸料

の低減、わずか残っておりますから、１人頭にする

と1000円になるかもしれないけれども、ぜひともに、

これは知事の公約にもなっていますよ。空港離着陸

料をゼロにして、海外からも、国内のチャーター便

も来やすい状況をつくっていくことが大変重要だと、

横の連携が重要だと思っていますが、その辺の視点

はどうでしょうか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 確かに、今、飛

行機を就航させるために航空機燃料税、あと施設使

用料として今の着陸料等々、そういったものが非常

に重要になってきます。うちとしても、可能な限り

安い運賃であれば、航空業者としては就航させるた

めのコスト低減につながりますので、土木建築部と

も連携しながら、その辺は軽減できるような形で働

きかけていきたいと思っています。

○座喜味一幸委員 最後にもう一点、オリンピック

の開催に向けて、空手が種目に入ってきそうな話も

聞いておりますが、東京都知事にも会ってきました

し、文部科学省にも我々自民党会派は要請をやらせ

ていただきました。それで、いろいろな武道の参加

も仕込まれてきたのでしょうし、肝心かなめの空手

への参加の話だとか、あるいは空手道会館をオリン

ピック仕様に向けていよいよ調整をしながら、この

空手競技が、空手会館が本会場になるぐらい、そう

するとＩＯＣ等々との連携が非常に重要になる。そ

の辺についてぜひともに取り組んでもらいたいと思

いますが、どうでしょうか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 今、データがな

くて正確ではないかもしれないですが、実は全日本

空手道連盟と日本武道館でいろいろと調整がなされ

ているようで、空手が決まった際に、会場として日

本武道館を使わせてくれという調整が進んでいるよ

うであります。日本武道館についても、まず柔道が

前半あって、柔道の終わった後に空手を使わせてく

れと調整がどうやら進んでいるようで、そういうこ

とがあるということとあわせて、もう一つ、オリン

ピックの会場で使うには今の空手会館のスペースで

は少し厳しい状況です。私が今考えていることは、

せっかく空手会館が沖縄県にありますから、空手が

選定されたされない関係なしに、そこをうまく使え

る仕組み、もしくは何かルートに加える仕組みがと

れないか、その辺は連携は可能だと思いますので、

そこは探っていきたいと思っています。

○座喜味一幸委員 いろいろなやり方があると思い

ますので、創意工夫をしていただきたいと思います。

では、商工労働部長、お願いします。

○下地明和商工労働部長 商工労働部で、今、計画

している地方創生関連の事業、地域消費喚起・生活

支援型は予算８億円で、地域の特産物といいますか、

そういうものの消費拡大を図っていくということで

計画しております。具体的にいいますと、組織とし

て今、あくまでも想定で、これは公募していくので

すが、沖縄県物産公社でありますとか、沖縄県酒造

協同組合でありますとか工芸産地組合、あるいは沖

縄県衣類縫製品工業組合でかりゆしウエア等も入る

と思うのですが、そういう消費拡大を狙うために、

それぞれから公募によって事業計画を出してもらっ

て、それを採択して、それで消費拡大を狙っていく

と。その収益に基づいて関係業界がさらに元気になっ



ていけばということで、まずそういう事業を仕込ん

でいこうということで地域消費喚起・生活支援型は

考えております。

それ以外に、地域創生先行型事業は、カテゴリー

的にいえば大きく３つに分けておりまして、ＵJIター

ンの支援と地域仕事支援、それから創業支援であり

ますとか、販路開拓ということで８事業を計画して

おりまして、全体の事業名をいいますと、ＵJＩター

ンの受け入れ促進事業でありますとか―これは今、

高度技術者が不足しているＩＴ技術者を中心に考え

ているのですが、こういうものでありますとか、製

造業の雇用拡大事業、あるいはソフトウエアの検証

技術者育成事業、あるいは先ほども説明しましたが、

デジタルコンテンツ、こういう事業を使って産業人

材基盤構築事業だとか、働きやすい環境づくり支援

事業ということで、こういうことをすることによっ

て雇用につなげていくという事業で地域を元気にし

ていくことを考えています。

それからもう一つが創業、いわゆる事業をつくっ

ていく支援、プラス、既存企業の販路開拓というこ

とで、機能性食品推進モデル事業だとか、あるいは

工芸の販路拡大、あるいは地域活用型販路拡大応援

事業ということで、これは中小、小規模事業者等が

応募できるような仕組みをつくって活性化していこ

うということで、その３本柱で地域先行型を進めて

いるものと考えております。

○座喜味一幸委員 今、離島の特産品を活用した商

品の開発、販売、全県での離島フェア等を一生懸命

やって技術も上がってきている。そういう離島に定

住化を求める地方創生の基本的な柱でもありますか

ら、働きの場、地域の資源が外に出ていく、そうい

う仕組みにしっかりとした思いを持って、ぜひとも

取り組んでもらいたいと思います。

次に、アジア経済戦略構想策定調査事業というも

のが出ておりますが、これについて御説明願います。

○下地明和商工労働部長 アジア経済戦略構想の策

定につきましては、新知事になりまして公約の一つ

として掲げてきた事業ということですが、沖縄21世

紀ビジョンを高く評価していることもありまして、

沖縄21世紀ビジョンでうたわれている中でどうアジ

アの活力を取り込むかということで、それをやって

いく筋道を立てる構想だと考えております。そうい

う意味で、土台となるのは沖縄21世紀ビジョン、あ

るいは基本計画ということで、それをどう効率よく

施策を実行していくかと、そしてどう効率よくアジ

アの経済を取り込むかということをプランするのが

アジア経済戦略構想ではないかと考えております。

○座喜味一幸委員 沖縄県のソフトパワーを活用し

たといういろいろな飾り言葉があって、従来やって

きたアジア戦略と、新たに知事が公約で挙げたアジ

ア経済戦略というものに5000万円の金がついている

けれども、従来やった沖縄21世紀ビジョンで進めた

ことの課題に対して、また新たに知事の考えを入れ

て物事をやるという5000万円だと思っているのです

が、知事は今までのやり方と何をどう変えようとし

ているのですか。5000万円というものは大変な調査

費ですよ。具体的にお願いします。

○下地明和商工労働部長 これまで沖縄21世紀ビ

ジョン、それから沖縄21世紀ビジョン基本計画には、

各分野でそれぞれにかなりの項目立てをして計画が

盛り込まれております。ただし、この項目はそれぞ

れに、ある意味、独立した形で記載されております

が、今回のアジア経済戦略構想においては、具体的

にどの地域あるいはどの国、それぞれの経済発展状

況や規制の状況等も踏まえて、どこにどういう戦略

で臨んでいくのかというようなこと、例えば、発展

状況によっては観光が切り口先行だというところも

ありますでしょうし、あるいはＩＴが非常に盛んな

地域については、それを切り口としていくこともあ

りますでしょうし、そういったより具体的な地域ご

との戦略をつくり込んで、全体としてベクトル合わ

せをしながら、よりスピーディーに効率よく経済を

取り込んでいく、アジアの活力を取り込んでいくと

いうことをまとめ上げると。そのために、5000万円

については、ほとんど規制だとか、あるいはその国

の状況とかも調査するためのコンサルタントも含め

て―当然、機能としてはコンサルタントも入れなけ

れば、全部能力があるわけではありませんので、そ

こ等への委託も含めて計上しているということでご

ざいます。

○座喜味一幸委員 本来であれば、かくかくしかじ

かの方向性を具体的に示して初めてあるべきだと。

今までの総括があって、今後さらなるこの課題に対

してやるべきだというものがあって、私は調査費が

つくのかと思ったけれども。

これはいいとして、もう一つお伺いしますが、全

国の特産品をアジアに向けたアジア流通プラットフ

ォーム、これを構築することになっておりまして、

その動きがあります。このプラットフォーム、那覇

空港貨物ハブを活用した全県の市町村は活発になっ

ておりますが、現状を把握されておりますか。

○慶田喜美男国際物流商業課長 全国特産品流通プ



ラットフォームの構築に取り組んでいるところでご

ざいますが、具体的な取り組みとしましては、現地

生産者、自治体、経済団体等を対象にしまして、沖

縄県ではヤマト運輸、ＡＮＡ Ｃargoとも連携して県

外各地で出前セミナーを展開しているところでござ

いまして、沖縄国際物流ハブの活用を促進している

ところでございます。

具体的に取り組みの事例としましては、去年から

始まっております静岡県のイチゴでありますとか、

トマトでありますとか、そういう形に加えて、九州

でもヤマト運輸と熊本県、それから肥後銀行と連携

しまして、農産物の沖縄国際物流ハブを活用した輸

送が始まっております。この取り扱い等々で那覇空

港から輸出される全国の産地から来るイチゴの量は、

平成26年の金額が1555万円と昨年の10倍にふえてお

ります。とりわけ熊本県のイチゴがその中の大半を

占めている状況でございます。

それから、この事業の一環として沖縄大交易会も

開催しているわけでございますが、全国各地から沖

縄大交易会への出店もいただいているところでござ

います。具体的に、29の都道府県から113の生産者が

出店していただいております。

○座喜味一幸委員 商工労働部長、前回、問題とし

て農林、水産、製造、加工等々の製品を何かトータ

ルとして、我々も福岡あたりでやっている機構のよ

うな形を沖縄県物産公社、沖縄県産業振興公社を含

めてしっかりと取り組まないと、せっかくの私たち

の貨物ハブ、特区が生かせないのではないかと。そ

の仕組みをつくろうと、風通しをよくしようと質問

したら、そんなのは簡単だ、やろうという答弁をい

ただいたつもりで私はいるのですが、この動きはど

うなっていますか。

○下地明和商工労働部長 沖縄県産業振興公社等を

通した商社機能の話だと思うのですが、実際に沖縄

県物産公社は、これまで県産品しか取り扱えないと

いう定款を去る総会において変更しました。県外品

も取り扱えるようにしてきましたので、そういうプ

ラス、あと沖縄県物産公社は金融機関等も回りまし

て、そこからの人材集めも含めて、急速な展開はで

きませんが、そういう金融機関のノウハウも使いな

がらということもあって動き出しておりますので、

いましばらく姿が見えるまではあるかと思いますが、

動き出しているということで御理解願いたいと思い

ます。

○上原章委員長 20分間休憩いたします。

午後３時43分休憩

午後４時３分再開

○上原章委員長 再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

新垣哲司委員。

○新垣哲司委員 さきにも質問をいたしましたが、

ＩＲ統合リゾートとＭＩＣＥをあわせて質疑をさせ

てください。今、経済界、観光に携わる方々、翁長

知事が当選してＩＲの予算をすぐ外したということ

で、多くの沖縄県民が―一部反対もいますよ、泣い

ている。大変残念なことだなと、こう思っておりま

す。文化観光スポーツ部長も、前知事のときには推

進する意味でちゃんとした部も設置して、これは何

年間置きましたか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 これは平成19年

度から平成26年度までの８年間です。

○新垣哲司委員 やはり知事の公約ですから、私は

文化観光スポーツ部長に対してはそれ以上の質疑は

いたしませんが、８年間も設置して、予算は幾ら使

いましたか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 当初予算ベース

で見まして、8644万3000円となっています。

○新垣哲司委員 8600万円も８年間をかけて、この

ように皆さん努力をしてきて、私が選挙に当選した

からこれはだめということであれば、やはり沖縄県

民の前でしっかり公表する義務があるということで

すよ。いかがですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 今おっしゃるよ

うに、沖縄県民にはしっかり説明する必要があると

思っております。それで現在、統合リゾートに関す

る説明について、「統合リゾートに関する検討につい

て」という題名で、沖縄県が統合リゾートの検討を

開始した経緯、県計画における統合リゾートの位置

づけ、導入可能性について検討を行うことの適法性、

検討事業の内容及び成果、これまでの統合リゾート

に関する沖縄県の基本方針、そして沖縄政策協議会

における要請の趣旨、統合リゾートに関する基本方

針の変更、そして、まとめという９つの項目で構成

される資料について、今、知事とも調整を行いなが

ら取り組んでいるところで、３月末までにはそれを

公表する予定です。

○新垣哲司委員 やはり文化観光スポーツ部長が

おっしゃったように、説明することは必要だと思っ

ておりますので、いまだにまだやっていないわけで

すから、これは直接、総括質疑で知事にお聞きしよ

うと思っているのです。

○上原章委員長 ただいまの質疑につきましては、



要調査事項として取り扱ってほしいということです

ので、本日の調査終了後に、その取り扱いについて

協議いたします。

新垣哲司委員。

○新垣哲司委員 文化観光スポーツ部長、知事は、

ＭＩＣＥの件についても、ＩＲについても、ある国

々へは行っているけれども、詳しくは見ていない、

このようにおっしゃっているのです。しかも、国も

まだ法を制定していないのです。これから議論する

のです。これだけ沖縄県民の予算を使っていきなり

ばっさり切るという事態は、行政としてこれはおか

しい。その辺はどのようにお考えですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 今議会でも知事

から答弁があったと思うのですが、これまで統合リ

ゾートの導入可能性について調査研究を行ってきま

したが、ギャンブル依存を初めとする懸念事項を払

拭できないことや、統合リゾート導入が沖縄観光の

将来に影響を及ぼしかねないこと、アジアにおける

カジノビジネスの競合激化による将来へのリスクな

どから、総合的な判断として導入に対する検討を行

わないという判断でございます。

○新垣哲司委員 まず、導入に当たっての経済効果、

幾つかあるのですよ。雇用の促進、外資の獲得、税

金の確保、地域活性化、違法賭博の防止とか含めて、

その辺を。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 経済効果につい

ては、平成22年度に当時の入観光客数、それから市

場動向をもとに経済効果の試算を行いました。この

うち最も生産波及効果が高い郊外リゾート型ア

ミューズメントリゾートモデルですが、それでは投

資額を1615億円ということを前提に試算しますと、

経済効果が5197億円、施設運営にかかる雇用誘発効

果が約２万8000人と試算しておりまして、統合リゾー

トには一定の経済効果があると考えておりますけれ

ども、一方ではまた、ギャンブル依存などの懸念事

項も指摘されております。

○新垣哲司委員 ＩＲがオープンした場合、現在、

観光客数が約705万人ぐらい、プラスアルファ900万

人と言われているのですよ。これは大体専門家と皆

さんが試算した数字です。そのときに、沖縄県には

1600万人の観光の誘致ができると、誘客できると、

このように専門家で試算されているのですよ。これ

についてはどうでしょうか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 沖縄県では、観

光客数がどれだけふえるという調査はなかったと思

います。

○新垣哲司委員 ですから、これは今までの推移か

ら見ての専門家の話ですが、では、沖縄県はその件

については全く何も経済効果は考えていなかったの

ですか。どうですか。数字的なものですよ。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 経済効果につい

ては、先ほど金額的なものは御説明したとおりです。

観光客数については、何人ふえるということはやっ

ておりませんが、導入することによって、もちろん

観光客数がふえるということは言えるかと思ってお

ります。

○新垣哲司委員 次に、懸念事項について伺わせて

ください。

まず、懸念事項は第１に賭博への依存症ですよね。

地域の犯罪について、あるいはまた未成年者への悪

影響とか、それから組織犯罪のマネーロンダリング

とか幾つか挙げられるのですよ、犯罪上考えられる

のは。それは、今、一番規制が厳しいシンガポール、

甘利さんも行ったと思いますが、シンガポールはと

ても厳しい規制でやっているのですよね。言うまで

もなく、会社、企業、あるいは家族、パスポート、

ＩＤカード含めて非常に厳しくやっております。日

本はまだこれから議論に入るのですが、それ以上に

もっと厳しくやりたいという方針を、今、政府とし

ては考えているということを聞かされたのです。もっ

ともだな、このように思っておりますが、この規制

についてはどのように思っていますか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 まず、シンガポー

ルの依存症対策については、私どももじかに行って

いろいろと調べてきました。それによると、シンガ

ポールはまず、カジノの入場時に身分証明書等によ

るチェックが行われます。そして、シンガポール国

民は入場税というものが１日当たり9000円、年間で18

万円支払う義務があると。それから、本人や家族等

から申請があった場合には入場禁止、または回数を

制限する制度がある。そのほかにも自己破産者や生

活保護受給者等は自動的に入場が禁止される。さら

にカジノ場内において信用貸し付けとかＡＴＭの設

置が禁止される。顧客が任意によってかけ金額の上

限を設定することができるとか、しっかりとした対

策はとられていると私も理解しています。

○新垣哲司委員 まさに今、文化観光スポーツ部長

が答弁なさったことなのです。世界には３つぐらい

いろいろなカジノがあるのですが、シンガポールは

今、文化観光スポーツ部長がおっしゃったように、

こういう規制があるから事件、事故も全然起きてい

ないのですよ。日本でもし法案が通った場合には、



さらにそれ以上に高くすると。例えば、沖縄県にお

いては国家戦略ということで、国は、沖縄県には特

区をあげようと、政府は沖縄県に対してこのように

思っているのですよ。他の都道府県も手を挙げてい

るけれども、なかなか手が届かない。こういうこと

で、国もそのように考えていますので、今言う懸念

事項、これもしっかりやると国は考えていますので、

例えば沖縄県民はさせないとか、パスポートを持っ

ている人でないといけないと。沖縄県民に対して、

このような規制まで厳しくやれば、犯罪とかいろい

ろな懸念事項を払拭できると思うのですよ。いろい

ろな先生方に会って、恐らく国もそのような考えだ

と私は思っておりますが、その辺のことについて、

文化観光スポーツ部長、どのような見解を持ってい

ますか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 確かに、シンガ

ポールは依存症対策をしっかりとっています。です

けれども、統合リゾートに関する課題というものは、

必ずしもギャンブル依存症のみではないということ

です。青少年への悪影響、あと沖縄観光への影響、

特に修学旅行等々影響があるとも言われています。

その中で導入しないとした理由には、今言ったよう

なギャンブル依存症、青少年、沖縄観光への影響等

々とあわせて、カジノに反対する意見、カジノビジ

ネスの競争激化等々、さまざまなものを考慮した上

で、総合的な判断としてカジノは導入しないと判断

しているところでございます。

○新垣哲司委員 それ以上、文化観光スポーツ部長

には聞きませんが、去年とことしの答弁が少し違っ

ている感じが私はするのですが、このＭＩＣＥとの

関係、ＩＲとＭＩＣＥと何も変わらない。カジノと

いうものは全体の５％しかないのですよ。わずか５

％。中身は何も変わらないのですよ。その辺の見解

はどうですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 ＩＲについては、

このＭＩＣＥ施設を必ず設置しなければいけないと

いう条件ではなくて、カジノ、プラス観光施設、こ

の中にＭＩＣＥがあり、テーマパークがあったり、

あと海のテーマパークがあったりとか、レストラン、

物販、そういったものが選択されていくということ

でございます。例えば、今、シンガポールには２つ

の形態がございます。リゾートワールドセントーサ、

これはお客としてファミリーを対象にしたものです。

もう一つがマリーナベイサンズ、これがＭＩＣＥ型、

ビジネス客を対象にしたもの、いわゆるＭＩＣＥを

誘致して観光客をふやし、消費をふやしていこうと

いうものです。だから、それぞれ設置目的によって、

ＩＲの構成の仕方は変わってくるかと思っています。

○新垣哲司委員 お答えになったのですが、５％と

いうものを少し説明してください。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 例えば、５％と

いうものは、カジノのフロア面積のことですね。リ

ゾートワールドセントーサの場合には、カジノのフ

ロア面積が全体の4.4％、あとマリーナベイサンズが

2.6％ということで、５％以下の小さな施設になって

います。

○新垣哲司委員 皆さんが心配するような導入に関

しての懸念、私は、日本政府はこれを設置する以上

は、やはりそういうもろもろのことは他国より一番

日本が進んでいますから、これから政府が議論する

わけですから、絶対にないと、このように信じてい

るのですよ。あってはならない。あるものだったら

我々も誘致はしない。沖縄観光、沖縄経済の活性化、

本当に700万人から平成33年には1000万人、1600万人

になるよと、講演を聞いていても専門家はこのよう

にはっきり試算しているのだよ。こういうことです

から、これから５月以降、また超党派で国会で議論

されます。必ずどこか都道府県の３県、あるいは４

県になるか５県になるかわかりませんが、私がいろ

いろと調査をし、お願いに行ったところは、とにか

く沖縄県内ではぜひ国としても進めたいと、議員連

盟があるのですよ。議員連盟の国会議員方もそうい

うことですので、その辺は聞く耳はありますか。知

事の政策、公約だから、もうこのようなのは全くい

いやという感じですか。それとも聞く耳はあります

か、どうですか。

○湧川盛順文化観光スポーツ部長 ＩＲに関しては、

さまざまな意見があることを私どもはこれまで調べ

てきた中で承知しております。そしてメリットがあ

ることも、一方でまたデメリットがあることもこれ

までの調査の中で承知しております。けれども、い

ろいろと検討を重ねた結果、繰り返すようですが、

ギャンブル依存症への懸念事項と、あと沖縄観光へ

の将来の影響、あとビジネスとしての将来へのリス

ク等々、総合的に判断した結果、カジノは導入しな

いというようなことで沖縄県として進めているとこ

ろでございます。

○新垣哲司委員 文化観光スポーツ部長はもう導入

しないというのですか。私は知事に毎日でも追及し

て、与える影響というものを、経済効果等を含めて

知事にしっかり説明もしながら、また理解も得たい。

このように思っております。



○上原章委員長 以上で、商工労働部長及び文化観

光スポーツ部長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席。その後に要調査事

項及び特記事項について確認を行った。）

○上原章委員長 再開いたします。

要調査事項及び特記事項につきましては、休憩中

に協議したとおりといたします。

次に、お諮りいたします。

予算特別委員長に対する予算調査報告書の作成等

につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○上原章委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

次回は、３月20日 金曜日 午前10時から委員会

を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後５時 散会
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